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NIRA 総研とは

NIRA 総合研究開発機構（略称：NIRA 総研）は、

わが国の経済社会の活性化・発展のために

大胆かつタイムリーに政策課題の論点などを提供する

民間の独立した研究機関です。

学者や研究者、専門家のネットワークを活かして、

公正・中立な立場から公益性の高い活動を行い、

わが国の政策論議をいっそう活性化し、政策形成過程に

貢献していくことを目指しています。

研究分野としては、国内の経済社会政策、国際関係、

地域に関する課題をとりあげます。
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  デジタル化を通じて、いかに地域の住民に、自らの地域を自らの手でつ

くり出す力を付与することができるか。デジタル化の力を利用することの

目的は、人と人、地域と地域を結びつけ、ユーザーにとっての具体的な変

化をもたらすことにある。ITがもたらす効果には負の側面もあるが、それ

を乗り越えつつ、新たな民主主義の可能性と地域力の発展に DXを活用す

べきである。 

 

 

● 地方政治・行政とデジタル化 

地方行政におけるデジタル化に関しては、地域のステークホルダーである、行政、

議会、市民にそれぞれ課題がある。行政には、意思決定が短期視点であり、経営

視点の欠如といった課題がある。議会には、会派を超えた議員間の議論が無いこ

とや、市民との交流が乏しいことなどがある。市民の課題は無関心であることに

尽きる。 

これらの課題に対しては、地域課題をめぐる行政と企業の「伴走型」のマッチン

グや、行政の BPR（業務改革）・デジタル化の推進、議員の交流促進や評価軸の

更新、デジタルツールやワークショップを活用した市民の地域活動の活性化を行

っていく必要がある。 

 

● バルセロナの Decidim 

バルセロナ市がオープンソースで開発した「市民参加のためのデジタルプラッ

トフォーム」Decidim の活用が世界中で広がり、まちづくりや住民参加型政治の

社会実験が行われている。こうしたツールは、効率性や利便性が高ければ普及

するというわけではない。バルセロナは 1960年代から ICT部門が設置され、住

民たちのシビックプライドも強いという背景がある。またヨーロッパ的な対話

や議論の文化も、熟議を可能にしている１つの要因だろう。日本でも渋谷区や

加古川市で Decidim の活用が始まり、デジタル民主主義の可能性を広げる実験

が進んでいる。 

 

● デジタル化による民主主義 

デジタル民主主義の変遷を見ていくと、1990 年代は、「声を届ける参加型民主

主義」として"e-democracy"が希望とともに語られていた。その後、SNS を使っ

 



 

 
た地域社会の自治ガバナンスの試みが発展し、また、Facebook や Twitterなどグ

ローバルなプラットフォームが拡大した。グローバルな SNS は、アラブの春の

ような「政治を直接動かす参加型民主主義」を可能にし、現在はそこからシビ

ックテックのような「自分たちで作る参加型民主主義」が活動の場を広げてい

る。しかし課題も大きい。SNS の拡大は市民の「大衆化」を促進し、マーケテ

ィングや広告技術による操作や監視、ビジネス利用などが巨大な規模で進行し

ている。また「ソリューショニズム」と呼ばれる、エンジニアによる近視的な

課題解決の危険性も指摘されている。 

 

● DX化で求められるユーザー中心の観点 

DX の核心は、人々の生活のあらゆる行動に関与しているガバメント領域にあ

る。そこで求められるのは「ユーザー中心」のアプローチだ。「ユーザー中心」

の観点から、効率良くサービスを届けるためにもテクノロジー活用が必須にな

ってきている。にもかかわらず、日本のさまざま慣習やマインドセットは、そ

の導入を難しくしている。行政職員の労働環境の悪さ、大企業やエスタブリッ

シュメント層と霞が関のもたれ合いの関係、アウトカム志向の欠如など、日本

が抱えている問題は非常に大きい。 
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総論 デデジジタタルル化化時時代代のの地地域域力力

宇宇野野重重規規 

 

 

１１．．ははじじめめにに

デジタル庁が発足した現在、DX（Digital Transformation）という言葉が至るところで口に

されている。しかしながら、DX とは単にそれまでアナログで文書に書かれていた内容を、

デジタルのビット情報へと置き換えることだけを意味するものではないだろう。デジタル

化を通じて多くの人々が多様な情報を共有し、編集し、利用することで、それまで結びつ

いていなかった人と人、情報と情報、地域と地域を結びつけ、そのことによって新たな価

値やサービスを生み出し、さらには既存の経済や社会、そして国家や地域の政治や行政の

システムを変革することが DX の内容であるはずだ。その意味で、DX は GDX（Government 

要要旨旨

の本質は、サービスの供給側ではなく利用する側の視点に立ち、サービスの内容をつく

り直していくことだ。その意味で、 は地域の市民による政治参加と不可分である。デジタ

ル化を通じて、いかに地域の住民に自らの地域を自らの手でつくり出す力を付与することが

できるか。この課題を考えるために、 名の方にインタビューを行った。

小田理恵子氏は、政治や行政における意思決定において、データが十分に活用されていな

い現状や、地域の政治を「自分ごと」として感じる市民を増やしていくことの重要性を指摘

する。その意味で参考になるのが、吉村有司氏にご紹介いただいたバルセロナの と

いう取り組みである。一般市民がデジタルプラットフォーム上での熟議を通じて、政策提案

にかかわるというのが の仕組みである。一方で庄司昌彦氏は、 の「大衆化」や

「ソリューショニズム」といったデジタル民主主義の課題を指摘する。デジタル庁発足とい

う追い風をどれだけ生かせるかに、今後の日本社会におけるデジタル化の命運がかかってい

る。諸外国の行政府における を調査した若林恵氏が、最終的に の本質を「ユーザー中

心」に見いだしたことは、そのヒントとなるだろう。

デジタル化の力を利用することの目的は、人と人、地域と地域を結びつけ、ユーザーにと

っての具体的な変化をもたらすことにある。もちろん負の側面もあるが、それを乗り越えつ

つ、新たな民主主義の可能性と地域力の発展に を活用すべきである。
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在、会派や選挙区を超えた議員間の交流、議員による政策の意思決定の評価、地域課題を

めぐる行政と企業の「伴走型」のマッチングを企画・運営している。その上で小田氏が強

調するのは、子育てや防災など身近な問題をめぐり、市民自らが請願を行い、各議員の会

派を回り、最終的な制度化までを体験することで成功体験を積み、地域の政治を「自分ご

と」として感じる市民を 1 人でも増やしていくことの重要性である。そのような市民の地

域活動を、デジタル化がいかに活性化するかが大きな焦点となる。 

 

３３．．ババルルセセロロナナののDecidim

その意味で参考になるのが、スペインのバルセロナにおける Decidim の試みである。東

京大学先端科学技術研究センター特任准教授の吉村有司氏は、コンピューターサイエンス

で博士号を取得後、AI やビッグデータを都市計画やまちづくりに活用することを専門とし

ている。バルセロナ市の都市生態庁や、カタルーニャ州の先進交通センターに勤務するな

ど、スペインを中心とする海外の事例にも詳しい。 

バルセロナ市は 1967 年に早くも Institut Municipal d'Informatica という独自の組織を立ち

上げ、専門のスタッフを多数抱える ICT 部門を擁している。この IMI が「熟議を進めるデ

ジタルプラットフォーム」として推進しているのが Decidim である。吉村氏によれば、か

つてトップダウンで進められていた都市計画は、市民参加型のボトムアップの都市計画へ

と現在大きく変わりつつある。一例を挙げれば、バルセロナの街路の大規模な歩行者空間

化である。それぞれの地区の住民が議論に加わり、地区の未来をイメージするためのプロ

ジェクトであるが、多様な市民が参加し、その全ての意見を聞くことは難しい。そこで用

いられるのが ICTのテクノロジーである。デジタルプラットフォーム上での熟議を通じて、

多くの市民の賛成を得た提案が議会にかけられるというのが Decidim の基本的な流れとな

る。 

バルセロナ市では、2016 年から 2019 年にかけて、約 4 万人の市民が実験に参加し、結

果として約 1500 の政策提案へと結びつけたという。現在は第 2 期として Decidim の実証

実験が続けられている。今回から、市の予算の 3%～5%ほどを市民の話し合いによって決

定する参加型予算（Participatory Budgeting）も導入された。さらに Decidim はオープンソー

スであり、現在世界の 180 の国や自治体で使用されている。日本でも、東京都の渋谷区や

兵庫県の加古川市などで、Decidim を用いた実証実験が行われている。SHIBUYA Mama-

Chari Project では、都市部における自転車の利用について市民の多様な意見が寄せられ、意

見集約に Decidim が活用されているという。 

今後、日本に政治・行政制度や市民文化に適応する形で、デジタル化のテクノロジーが

2 

Digital Transformation）に直結する。 

本報告書で紹介する若林恵氏は、DX とは、「サービスの起点を「つくる側」から「受け

取る側」にシフトさせようということ」であると説明する（若林（2021 :9））。その意味で、

サービスの供給側ではなく、それを直接利用する側の視点に立ち、サービスの内容をつく

り直していくことこそが、DX の中心的な課題となる。都市開発を例にすれば、行政や一

部の専門家だけではなく、都市のユーザーである市民自身が望ましい都市のあり方を追求

し、自らそのプロジェクトに参加し、よりよくオーナーシップ（当事者性）を実感できる

ことが重要であろう。その意味で、DX は地域の市民による政治参加と不可分である。 

本報告書は以上の視点に立ち、「デジタル化時代の地域力」について検討するものである。

デジタル化を通じて、いかに地域の住民に自らの地域を自らの手でつくり出す力を付与す

る（エンパワーする）ことができるか。この課題を考えるために、4 名の専門家にインタ

ビューを行った。 

 

 

２２．．地地方方政政治治・・行行政政ととデデジジタタルル化化

一般社団法人官民共創コンソーシアム代表理事である小田理恵子氏は、企業のシステム

戦略、地方議員、さらに現在は、官民の新しい価値創造のための実践型プラットフォーム

づくりに当たるなど、企業・政治・行政をまたがる、さまざまな立場を経験してきた。 

その小田氏がまず指摘するのは、政治や行政における意思決定において、データ、特に

長期的なデータが十分に活用されていない現実である。総合計画などを別にすれば、個別・

具体的な計画のほとんどは 3 年～5 年のタイムスパンで検討される。ところが問題は、そ

のためのデータもまた 3 年～5 年の範囲のものしか利用できず、より長期的な人口推計や

経済予測を活用しにくいことにある。予測が外れたときの責任の問題もあるが、そもそも

担当部署を超えて行政内部においてすらデータが共有できていない行政のあり方の問題性

を小田氏は指摘する。過去の予決算の情報すら、款項目レベルでデータとして活用できな

い現状（紙や PDF で配布されている）は深刻である。 

地方議会の課題も山積している。小田氏は、会派を超えた議員間の討論が欠けているこ

と、町内会や業界団体など以外の市民との交流が乏しいこと、さらに選挙が政策の意思決

定の結果を評価される仕組みになっていないことなどを問題点として指摘する。特に本報

告書の問題意識からすれば、若年層や子育て世代の声を政策の意思決定にいかに反映でき

るかが、極めて重要である。このことは逆にいえば、政策に関心のある市民にとっても、

現状では議員へとアクセスする回路が極めて限定されていることを意味する。 

「変えたい」というプレーヤー自体が地域の中で少なくなっていると考える小田氏は現

─ 2─



3 

在、会派や選挙区を超えた議員間の交流、議員による政策の意思決定の評価、地域課題を

めぐる行政と企業の「伴走型」のマッチングを企画・運営している。その上で小田氏が強

調するのは、子育てや防災など身近な問題をめぐり、市民自らが請願を行い、各議員の会

派を回り、最終的な制度化までを体験することで成功体験を積み、地域の政治を「自分ご

と」として感じる市民を 1 人でも増やしていくことの重要性である。そのような市民の地

域活動を、デジタル化がいかに活性化するかが大きな焦点となる。 

 

３３．．ババルルセセロロナナののDecidim

その意味で参考になるのが、スペインのバルセロナにおける Decidim の試みである。東

京大学先端科学技術研究センター特任准教授の吉村有司氏は、コンピューターサイエンス

で博士号を取得後、AI やビッグデータを都市計画やまちづくりに活用することを専門とし

ている。バルセロナ市の都市生態庁や、カタルーニャ州の先進交通センターに勤務するな

ど、スペインを中心とする海外の事例にも詳しい。 

バルセロナ市は 1967 年に早くも Institut Municipal d'Informatica という独自の組織を立ち

上げ、専門のスタッフを多数抱える ICT 部門を擁している。この IMI が「熟議を進めるデ

ジタルプラットフォーム」として推進しているのが Decidim である。吉村氏によれば、か

つてトップダウンで進められていた都市計画は、市民参加型のボトムアップの都市計画へ

と現在大きく変わりつつある。一例を挙げれば、バルセロナの街路の大規模な歩行者空間

化である。それぞれの地区の住民が議論に加わり、地区の未来をイメージするためのプロ

ジェクトであるが、多様な市民が参加し、その全ての意見を聞くことは難しい。そこで用

いられるのが ICTのテクノロジーである。デジタルプラットフォーム上での熟議を通じて、

多くの市民の賛成を得た提案が議会にかけられるというのが Decidim の基本的な流れとな

る。 

バルセロナ市では、2016 年から 2019 年にかけて、約 4 万人の市民が実験に参加し、結

果として約 1500 の政策提案へと結びつけたという。現在は第 2 期として Decidim の実証

実験が続けられている。今回から、市の予算の 3%～5%ほどを市民の話し合いによって決

定する参加型予算（Participatory Budgeting）も導入された。さらに Decidim はオープンソー

スであり、現在世界の 180 の国や自治体で使用されている。日本でも、東京都の渋谷区や

兵庫県の加古川市などで、Decidim を用いた実証実験が行われている。SHIBUYA Mama-

Chari Project では、都市部における自転車の利用について市民の多様な意見が寄せられ、意

見集約に Decidim が活用されているという。 

今後、日本に政治・行政制度や市民文化に適応する形で、デジタル化のテクノロジーが

2 

Digital Transformation）に直結する。 

本報告書で紹介する若林恵氏は、DX とは、「サービスの起点を「つくる側」から「受け

取る側」にシフトさせようということ」であると説明する（若林（2021 :9））。その意味で、

サービスの供給側ではなく、それを直接利用する側の視点に立ち、サービスの内容をつく

り直していくことこそが、DX の中心的な課題となる。都市開発を例にすれば、行政や一

部の専門家だけではなく、都市のユーザーである市民自身が望ましい都市のあり方を追求

し、自らそのプロジェクトに参加し、よりよくオーナーシップ（当事者性）を実感できる

ことが重要であろう。その意味で、DX は地域の市民による政治参加と不可分である。 

本報告書は以上の視点に立ち、「デジタル化時代の地域力」について検討するものである。

デジタル化を通じて、いかに地域の住民に自らの地域を自らの手でつくり出す力を付与す

る（エンパワーする）ことができるか。この課題を考えるために、4 名の専門家にインタ

ビューを行った。 

 

 

２２．．地地方方政政治治・・行行政政ととデデジジタタルル化化

一般社団法人官民共創コンソーシアム代表理事である小田理恵子氏は、企業のシステム

戦略、地方議員、さらに現在は、官民の新しい価値創造のための実践型プラットフォーム

づくりに当たるなど、企業・政治・行政をまたがる、さまざまな立場を経験してきた。 

その小田氏がまず指摘するのは、政治や行政における意思決定において、データ、特に

長期的なデータが十分に活用されていない現実である。総合計画などを別にすれば、個別・

具体的な計画のほとんどは 3 年～5 年のタイムスパンで検討される。ところが問題は、そ

のためのデータもまた 3 年～5 年の範囲のものしか利用できず、より長期的な人口推計や

経済予測を活用しにくいことにある。予測が外れたときの責任の問題もあるが、そもそも

担当部署を超えて行政内部においてすらデータが共有できていない行政のあり方の問題性

を小田氏は指摘する。過去の予決算の情報すら、款項目レベルでデータとして活用できな

い現状（紙や PDF で配布されている）は深刻である。 

地方議会の課題も山積している。小田氏は、会派を超えた議員間の討論が欠けているこ

と、町内会や業界団体など以外の市民との交流が乏しいこと、さらに選挙が政策の意思決

定の結果を評価される仕組みになっていないことなどを問題点として指摘する。特に本報

告書の問題意識からすれば、若年層や子育て世代の声を政策の意思決定にいかに反映でき

るかが、極めて重要である。このことは逆にいえば、政策に関心のある市民にとっても、

現状では議員へとアクセスする回路が極めて限定されていることを意味する。 

「変えたい」というプレーヤー自体が地域の中で少なくなっていると考える小田氏は現

─ 3─



5 

ニアにありがちな思考法として、目の前にある課題解決に集中するあまり、全てが対症療

法的になり、根本的なシステムや価値の問題への取り組みがおろそかになることを指す。

あるいは政府が社会の個別的な要望を「聞きすぎる」あまり、それに忙殺され、それ以上

の取り組みのための余力がなくなることを意味する。 

いずれにせよ庄司氏は、デジタル庁が発足した現在、2001 年の IT 基本法以来の政治的

な追い風が吹いていることは間違いないとする。その意味では、そのような追い風をどれ

だけ生かせるかに、今後の日本社会におけるデジタル化の命運がかかっている。 

 

５５．．DXのの目目指指すすもものの

冒頭に触れた『GDX 行政府における理念と実践』を編集した若林恵氏は、平凡社の『月

刊太陽』や『WIRED』日本版編集長などを経て、現在では黒鳥社を主催している。その若

林氏は、商業などから始まったデジタル化が社会のあらゆるレベルに波及する中、最後の

大きな壁になるのは金融と医療であると指摘する。その理由はそのいずれの領域において

も政府の規制が大きく、その意味では政府が変わらない限り、それぞれの領域も変わらな

いことにある。 

このような視点から行政府における DX を検討し始めた若林氏はイギリス、デンマーク、

オーストラリアなどの DX を調査した上で、最終的に DX の本質を「ユーザー中心」に見

いだす。それらの国々で使用されているロジックモデルでは、各プロジェクトは、いかな

る「インプット（投入される資源）」や「アクティビティ（実施される活動）」を投入した

結果、いかなる「アウトプット（成果物）」をもたらし、それが具体的にいかなる「アウト

カム（成果）」を実現したかが問われる。この場合に重要なのは「アウトプット」ではなく、

「アウトカム」である。逆にいえば、ユーザーに感じられる具体的な変化がない限り、プ

ロジェクトは無意味である。ところが日本における現実は、行政も企業も何らかの「アウ

トプット」をもたらすことで自己満足し、「アウトカム」には鈍感なことが多いと若林氏は

言う。 

さらに「ユーザー中心」という場合も、サービスの利用者のみならず、サービスを実現

するために働く人々もまた「ユーザー」であると若林氏は指摘する。行政でいえば、現場

で市民と向き合う地方公務員もまた「ユーザー」である。その意味で、彼ら彼女らによっ

て使いやすいシステムでなければ、真に「ユーザー中心」とはいえない。そのような職員

に力を付与して初めて、市民に対するサービスについて自由で多様な意見が出てくる環境

になるのである。逆にそのような人々を単に合理化の対象としてしか見ない DX は決して

成功しない。現場の仕組みをより使いやすいものとし、さらには多様な実験や試行錯誤を
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さらに活用されていくことが期待される。 

 

 

４４．．デデジジタタルル化化にによよるる民民主主主主義義はは可可能能かか

もちろん、デジタル化による住民参加にも多くの課題がある。武蔵大学社会学部教授の

庄司昌彦氏は、政府のデジタル改革に参画するなど、ICT を通じた社会的課題の解決にこ

れまでも尽力してきた。1996 年に大学に入学し、デジタル民主主義の可能性を追求してき

た庄司氏の研究史は、まさにその間における ICT の発展の歴史と一致している。 

庄司氏が最初に研究したのは電子掲示板の盛衰であった。ICT を用いて市民参画を促し、

それを通じて政治や行政の質を高める試みはしばしば e-democracy とも呼ばれたが、2000

年台前半にはすでにそのような電子掲示板の数は減少していた。2000 年台半ばから後半に

かけて新たに SNS を使った地域社会の自治ガバナンスの試みが発展するが、そのような地

域 SNS もまた、2010 年頃から Facebook や Twitter などグローバルなプラットフォームが出

てくる中で衰退していった。この時期、米国大統領になったバラク・オバマは、2009 年の

就任直後に「透明性とオープンガバメント」と題する覚書を発表した。「透明、参加、協働」

という、いわゆるオープンガバメントの三原則が示されたのである。これ以後、「アラブの

春」や「オキュパイ・ウォールストリート」の運動、さらにハッカー系の海賊党が各国や

欧州議会で議席を獲得するなどの動きが続いた。東アジアでも香港や台湾などで、SNS を

用いた社会運動が盛り上がりを示した。ICT を用いて地域社会の課題解決を目指すさまざ

まなアプリの開発も進んだ。庄司氏はオープンガバメントを以後の研究の中心に据えるこ

とになった。 

しかしながら、同時にデジタル民主主義の課題もまた浮き彫りになったと庄司氏は指摘

する。第 1 は ICT の「大衆化」である。初期には一部の高度な専門家によって発展したテ

クノロジーは、やがてハッカーと呼ばれる人々によって自由に利用され、さらにはギーク

（オタク）たちこそが情報社会をけん引する存在となった。その間、当初は素人の個人が

相互に独立して判断することで全体としての集合知の精度が高まることに期待が寄せられ

たが、実際のモブ（群衆）は相互に影響し合い、付和雷同する人々であった。 

第 2 に広告技術やマーケティングの発展と相まって、個人情報がいつの間にか利用され、

分析され、さらには広告や操作、選別の対象となる事態が明らかになった。オバマを大統

領に押し上げたのがソーシャルメディアであったとすれば、トランプ当選の原動力となっ

たのもまたソーシャルメディアであった。かつてばら色に語られたテクノロジーは、現在

はデジタル監視国家のテクノロジーとして危惧されている。 

第 3 に庄司氏は、「ソリューショニズム」（エフゲニー・モロゾフ）を指摘する。エンジ
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第１章 官官民民共共創創のの課課題題とと未未来来

小小田田理理恵恵子子

１１．．ははじじめめにに

民間、議員、そして公民連携の伴走で見えてきた課題

地域力について述べるに当たり、筆者自身がどのように地域と関わってきたかを簡単に

述べておきたい。 

筆者は、かつて富士通で民間企業の業務プロセス改革やアウトソーシング化のコンサル

ティングを担当していた。バブル崩壊後、苦しんでいた日本の企業の近くで伴走しながら、

業務プロセス改善やデジタル化、アウトソーシング化のサポートをしていた。行革の流れ

もあり 2010 年から自治体との仕事をするようになると、自治体（中核市）の「行政改革」

業務と人員、組織の整理などを担当する中で、その課題の大きさを認識した。そして 2011

年、川崎市議会議員選挙に出て当選、議員となる。8 年間の議員時代は、行財政改革と見

える化に注力しながら、地域の抱える課題、政治や行政の課題などを経験し、これからの

日本では、官と民が一緒にやっていかないと立ち行かないだろうと感じ、議員を引退。現

在は 3 つの活動に携わっている。 

要要旨旨

デジタル化時代の地域力について、地域におけるステークホルダーである、行政、議会、市

民にそれぞれ課題がある。行政には、意思決定が短期視点でありデータが活用されておらず

根拠も薄弱であること、経営視点が無いこと、市民への説明がないこと、ばらまきの横行とい

った課題がある。議会には、会派を超えた議員間の議論が無いこと、一部の市民としか繋がっ

ていないこと、否決がほとんどない黙認機関になっていること、 年に 度の選挙しか評価軸

が無いこと、などが課題としてあげられる。市民の課題は つ、無関心であることに尽きる。

こうした状況では、地域を「変えたい」というプレーヤー自体が居なくなってしまう。

これらの課題に対しては、地域課題をめぐる行政と企業の「伴走型」のマッチングや、行政

の ・デジタル化の推進、議員の交流促進や評価軸の更新、デジタルツールやワークショッ

プを活用した市民の地域活動の活性化を行っていく必要がある。

6 

許すシステムを構築することが DX の目指すものであると若林氏は強調する。 

興味深いことに、若林氏はデンマーク政府やオーストラリアの州政府において、「そこに

人がいる」と感じたという。DX というとテクノロジーの側面にばかり目が行きがちであ

るが、むしろ、官僚制的なシステムをより柔軟で人間的な仕組みへの変化させるためにこ

そ DX を推し進めるべきである、という重要な示唆がそこに見いだせるはずだ。 

 

 

６６．．おおわわりりにに

このようにデジタル化の力を利用することの目的は、多様な情報の共有・編集・利用を

通じて、人と人、地域と地域を結びつけ、ユーザーにとっての具体的な変化をもたらすこ

とにある。多様な市民の声を集め、行政や企業の組織文化を変革し、最終的には政治・行

政制度や市民文化を変えていくことが期待される。もちろんテクノロジーの未来はばら色

とは限らない。その負の側面を乗り越えつつ、新たな民主主義の可能性と地域力の発展に

DX を活用すべきである。 

参考文献

若林恵 編（2021）『GDX 行政府における理念と実践』行政情報システム研究所. 
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数字の根拠が無い意思決定

数字の根拠を持たずに意思決定をしている点も課題だ。そもそも自治体内で予算・決算

の分析をしておらず、事業予算の作り方も、ただ各事業部・各局が上げてくる数字を合わ

せてまとめるだけの作業になっている。自治体職員に対し、「事業のこれまでの推移と、

予算と決算の差異について、最低 10 年分のデータが欲しい」と求めたところ、「システム

の仕様上そういうデータは出ない」という回答だった。各担当の事業ごとに、一部の範囲

だけしかデータが見えないという状態で、さまざまな意思決定が行われている。 

職員では全体を見ることができないため、SE（システムエンジニア）にデータを抜き出

してもらい見てみると、驚いたことに予算と決算で費目のコードが違っていたり、年度が

替わると費目が変わっているものもある。これでは予実分析すらできず、経年の変化も見

ることができないだろう。長期の推計や予算・決算の情報が、自治体ではデータとして見

られてもいないし、もちろん活用もされていないというのが現状だ。 

経営的視点の欠如

近年、行政でも「都市経営」という言い方をするようになったが、民間視点から見ると、

経営的視点が欠如していると言わざるを得ない。予実分析ができないだけでなく、そもそ

も投資や経費、人件費の概念も存在しない。「このお金は投資なんですか？経費なんです

か？」と行政職員に聞いても答えが返ってこない。 

公会計制度が行政に導入されしばらくたつが、その対応は、年度末に財政担当が数字を

まとめて総務省に形式的に報告を出しているだけ、というのがほとんどの自治体における

実情だ。 

自治体の中には、投資や経費の概念が必要だということで、公会計制度をきちんと活用

し、職員に簿記の勉強をさせたり、施設別の損益計算書を作成しているところもあるが、

非常にまれである。多くの自治体は会計的な観点で数字を見ていない。筆者が議員を辞職

したのが 2019 年だが、今もあまり変わっていないだろう。 

 

情報を出さず、説明しない

また行政が何らかの意思決定をするにあたって、市民からのクレームや反対を恐れるあ

まり、なるべく目立たないように進めようとする傾向もある。行政として意思決定を行い

何かを実施するにあたって、市民への説明というのはほぼなされない。パブリックコメン

ト制度も、「市民の意見と話を聞いた」という形式を踏むだけで形骸化している。 

政治判断によるばらまきの横行

以前から行われてきたことだが、コロナ禍でさらに傾向が強まっているのが、政治判断

でのばらまきだ。ばらまき政策には論理的な根拠があまり無く、説明もなされないまま実

8 

1 つは、自治体と民間企業をつなぎ、両者が協力して社会課題を解決していくことで、

よりよい社会をつくることを目的とした官民共創未来コンソーシアムという社団法人の活

動。鎌倉市、磐梯町、三重県などの会員自治体とさまざまな官民連携のプロジェクトを立

ち上げている。もう 1 つは「公共の再定義」をミッションとし、官民共創を仕掛ける株式

会社 Public dots & Company の活動。最後に地方議員のオンラインサロンである PublicLAB

の運営。サロンには 600 人ぐらい地方議員が入り、勉強会や対話による交流、メディア発

信などを行っている。 

以下では、民間でのビジネス経験、市議会議員の 8 年間、そして現在の官民連携に関わ

る仕事の中で見えてきた地方自治体の課題を整理してみる。ステークホルダーは「行政」

と「議会」と「市民」に分けられるが、主に行政には意思決定の課題が、市民の側には合

意形成の課題がある。それぞれの分野での課題を見ていこう。 

 

 

２２．．行行政政のの抱抱ええるる課課題題 

短期的視野の意思決定

最初に行政の課題として挙げられるのは、意思決定が短期的な視野で行われているとい

うことだ。意思決定の前提となる情報のタイムスパンが非常に短い。例えば自治体では地

域のビジョンや方向性を示す総合計画を、基本は 10 年という単位で作っている。しかしそ

の中の個別計画は、およそ 3 年から 5 年という単位で策定されている。 

筆者が議員をしていた川崎市の子ども青少年基本計画という保育政策では、保育所の入

所者の需要や今後造る予定の保育所数など、計画の根拠となるデータは、5 年間分しか使

われていなかった。川崎市の人口は 2040 年に減少に転じると予測されているが、その時点

で保育需要がどう減っていくのか、増やした設備をどうして使うのか。そうした長期的な

データに基づく検討は行われないまま、数年という期間でしか計画されていない政策が決

定されてしまう。正確な検討のために必要な長期視点のデータを自治体内で作成している

かを職員に尋ねても、出てこない。 

あるいは公共事業分野でも、川崎市を通る電車の複々線化・高架化や、地下鉄を通すよ

うな大きな公共事業の計画があった。20 年後に完成するとした場合、その時点で減少して

いるであろう人口や生産年齢人口、税収、社会保障費の増大という条件の下で、この計画

に使うことができる一般財源はどのくらいなのか。最低でも 30 年くらいの長期視点でシ

ミュレーションを行うべき計画だが、そうした検討は行われていない。 
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市長会派という名の否決が無い黙認機関

一部の例外はあるが、多くの自治体で、基本的には議会は市長の追認機関になっており、

議案はほぼ否決されない。市長や議員の利益誘導など明らかに問題があるものでも、最終

的には可決される、ということが少なくない。 

筆者の経験でも、与党の若手からも反発があった問題のある議案について、「市長の出

したものに反対するわけにはいかない。今後対立構造ができたら、われわれが出す陳情を

受け入れてもらえなくなる」という理由で議会の重鎮がねじ伏せ、可決したことがあった。

反対するであろうと思われた改革系の会派も、最後にはなぜか可決に回るというケースも

ある。会派や政党に限らず、地域の中でまちの困り事や陳情を通していくという立場では、

市長よりも議員の方が弱い立場にある。 

 

評価は 年に 度の選挙だけ

4 年に 1 回の選挙でしか議員が評価されないことも課題だ。議員である 4 年間は、いい

仕事をしても、あるいは間違った意思決定をしても、誰にも苦言や意見を言われることが

無い。そして選挙では、議員としての政策の意思決定や結果についてはほとんど評価され

ないので、政策面での努力はモチベーションにもなりにくい。 

支援者の違いもある。与党/保守系議員の支援者は、基本的にはオールドコミュニティー

の方や地域の顔役が多い。彼らが議員に求めるのは、行政からお金を引っ張ってくること。

議員が清廉潔白であるかどうか、政策を頑張っているかは評価基準にならない。汚いこと

をしてもお金を引っ張ってこられれば次の選挙で勝てる。 

一方、野党／改革系で「変えたい」モチベーションを持って議員になる人の支持基盤は、

今の政治を変えてほしいと思っている人たちや、どちらかというと無党派層の人たちが多

い。彼らは自分たちの票を託した野党/改革系議員がミスをすることを許さない傾向がある。

ミスを 1 つでもしたら次の選挙では通らない。野党／改革系で頑張っている政策系の議員

は、何かミスをしたら強いバッシングに遭うし、ストイックにやらないとつぶされてしま

う。そして野党／改革系の支持基盤が反対していた大きな議案や予算が通ってしまったと

き、その矛先は与党／保守系ではなくて野党／改革系の議員に向かう。真面目にやればや

るほど報われないというのが、今の地方議会議員の状況といっていい。故に 1 期で辞めて

しまう政策系の議員がとても多い。ここも非常に大きな問題としてある。 
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行されている。選挙に勝つための公約としてのばらまきと、関係性があって声の大きな有

権者への過度な配慮としてのばらまきの 2 つが横行している状況がある。 

 

３３．．議議会会のの課課題題 

議論が無い

では議会の課題としてはどんなものがあるか。 

筆者が驚いたのは、議員間での議論が無いということだった。議員になったとき、侃々

諤々（かんかんがくがく）の議論を期待したが、実際にはまったく行われていない。会派

内でそれぞれの議案に関しての議論はなされるが、会派の外に出ると、合意形成や意見交

換の場は存在しない。団長会議や会長会議で何らかの決定をしたり、議会運営委員会の方

での決定は多少あるものの、それ以外はほぼ議論をしない。そして会派内で決めた後、い

きなり多数決というのが、地方自治体の議会の意思決定のあり方だ。 

会派内の個別の議論でも、論理的根拠や長期的な数字の根拠を踏まえた議案や投資計画

を出していないので、当然ロジカルな判断ではなく、どちらかというと利益誘導に近い形

での意思決定になっていることも多い。 

 

接する市民の偏りと政策の偏り

また、議員の交流範囲の小ささにより、政策に偏りが生じることが多い。議員として通

常の仕事をする中で接する市民は、町内会、老人会といった伝統的なコミュニティーと、

医師会など一部の業界団体に限られる。これらの団体とのオフィシャルな連絡会議や交流

会のような集まりが年間で多数開催され、半ば公式的に存在している。伝統的なコミュニ

ティーや業界団体に属さない市民の方が人数的には多いはずだが、議員自らがあえて動い

て会いに行かなければ、そうした人たちと接する機会は皆無といってよい。 

筆者はどちらかというと改革系の議員として議会に入っていったが、地区の会議や交流

会などになるべく多く出席していると、接するのはほとんどが 70 歳以上の高齢者になっ

てくる。自分の意思で、その外にいる多くの市民の方との接点を持とうとしないと、例え

ば学生さんや若い人、子育て中の方、あるいは介護をされている方たちの直面している課

題が耳に入ってこない。その結果、どうしてもアウトプットが偏ってしまい、政策が偏る。

この点も議員をやって非常に大きな課題だった。 

一方で難しいのは、議員という立場の人間がいきなりこれまでつながりの無かったコミ

ュニティーに行っても、「票を取りに来た」、「あやしい人間が来た」となかなか受け入

れてもらえないことだ。そうなると無理をして新しいコミュニティーに入って話すモチベ

ーションを維持することも難しいので、結果的にやはり政策に偏りが出てくる。 
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が出している人口推計もそうした思惑が入った楽観的なものになってしまっていることが

多い。多くの地方はこれから人口が減少することになるが、「近隣自治体からの流入によ

り、減少はある時点で止まる」という推計が多くある。隣の自治体も同じ考えで下げ止ま

る推計をしているため、どちらも根拠の無い楽観的なものになってしまっていて信頼性は

低い。 

 

デジタルデータの公開が必要

筆者が議員時代から最低限これだけはと求めていたのは、10 年、20 年単位の過去の予決

算の情報が款項目レベルで出されていること、つまり決算の個別の数字だった。そのデー

タが公開されていれば、民間の専門家や市民団体がそのデータを使ってさまざまなシミュ

レーションができる。しかし予算データはほぼ概要以外は出ていないし、明細が出ていて

も PDF、議員に対しても紙の冊子。デジタルデータによる公開がまずは必要だという共通

認識を持つ必要がある。 

 

エンドユーザーの強さという問題

自治体の現状としては、システム開発については基本的にはベンダー任せで、言いなり

といってもいい状況にある。自治体間で似たような機能を持つシステムをそれぞれ個別で

作っており、共同開発・共同発注をしてシステム統合ができれば望ましいが、これも難し

い。 

ある広域自治体でわれわれも取り組んだが、自治体間の合意形成ができずに計画段階で

頓挫している。総務省が提唱した SaaS のガバメントクラウドプロジェクト同じように頓

挫していると聞いている。ロジカルではない部分での政治案件化が原因だったりするよう

だ。 

また日本的な特徴として挙げられるのが、エンドユーザーの声が強いことだ。現場の業

務を変えることへの抵抗がとても強いことも、デジタル化を進めるに当たっての障害にな

っている。これは民間企業でも同様だが、総合業務パッケージの ERP を導入するときも、

結局エンドユーザーが、これまでの業務を変えたくないということで、反発を招き、結果

的に非効率なシステムになっていくことが多い。 

 

 

６６．．課課題題解解決決ののたためめのの取取りり組組みみ

人口減少に転じた以降も含めた長期推計に基づく事業計画の作成

こうした山積する課題に対して、筆者は議員時代どんなことに取り組んだか、そして現

在何に取り組んでいるか。 

12 

４４．．市市民民のの課課題題

市民の課題：無関心

市民の側の課題として最も大きいのは、多くの市民が自治体の意思決定や合意形成に関

して無関心ということだ。好きでも嫌いでもなく、存在すら認知されていない。オールド

コミュニティーや業界団体の外にいるそうした人たちとつながろうとしても、集団として

存在していないので、どう接点を持ち、どう関心を持ってもらうか本当に難しい。8 年間

にわたる筆者の議会活動では、地域の実情や課題を、こうした無関心な市民にどう伝える

か、ということが大きな課題としてあった。 

行政、議会、市民それぞれに、こうしたさまざまな課題を抱える地域には、「変えたい」

と考えるプレーヤーがほとんど存在しなくなっている。もしくはいたとしてもどんどんい

なくなっていく、という状況にある。 

 

 

５５．．情情報報ややデデジジタタルル化化ににつついいててのの課課題題

首長や国も変革は難しい

情報やデジタルに関わる課題も整理しておこう。 

行政も議員も、正確な情報に基づく長期的な視点を持った政策を進めるモチベーション

が無いとしたら、首長がそうした意思決定を推進するという可能性はあるだろうか。地域

への思いと政策への思いがあり、かつ選挙に強い首長が長期で在任することがあれば可能

性はゼロではない。 

しかし首長も選挙によって選ばれる点では議員と同じであり、有権者からの評価が無け

れば変革へのインセンティブは無い。どちらかというとばらまき型の首長の方が当選しや

すいというのが今も政治状況としてあり、選挙で推してくれた人たちとの利権関係の縛り

も強い。 

もし自治体の長期的な計画や政策について、データに基づいた正確なシミュレーション

をして検討を進めた場合、これまで既得権益層に出していたお金が可視化されてしまった

り、予算が削られることで大きな反発が起こることが考えられる。つまり首長も変革への

インセンティブが働きづらい。 

では国が情報の作成や公開についての規定を定め、データの公開や検討を各自治体に強

制することはできるだろうか。これもおそらく難しいだろう。最終的にデータを作成する

のはそれぞれの自治体になるが、投資的経費の推移や経済成長率、税収、人口動態推移を

自前で作る場合、そこにどうしても自治体側の判断が入ってくる。例えば現在でも自治体
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また地方議員のオンラインサロンを運営し、全国 600 名ほどの議員と勉強会や意見交換、

イベント登壇やメディアでの取材などを通して、議員のモチベーションを上げ、評価につ

ながるような仕組みを作っている。 

 

市民と政策提言

「無関心な市民」という課題については、市民の側も、自分ごととして生活実感のある

課題ならば、関心が向くのではないかと考え、議員時代に地域のお母さんと一緒に政策提

言をするという試みを行った。子どもの預け先に困っている子育て中のお母さんたちと、

東京で成功していた年度限定型保育制度という仕組みを川崎市でもやろう、という請願を

作り、各議員の会派を一緒に回り、制度実現まで結びつけた。このとき一緒に活動したお

母さんたちは、身近な課題を通して市政を自分事として見ていくことができ、この成功体

験が次につながったように思う。次に何か課題があったとき、彼女たち自らで市に対して

働きかけたり、議員に対して動くということができてくるだろう。 

  

漫画やワークショップによる市民への情報提供

無関心な市民に地域の政治のこと、意思決定や合意形成の中身をどう伝え、関心を持っ

てもらうか、現役議員の時代にもいろいろなことを試し、現在も試行錯誤をしている。当

時最も機能したのは自分で描いた漫画だった。今の自治体にはこんな課題がある、こんな

ことを決めている、といった内容を漫画で、ウェブサイト、ブログ、紙のチラシを使って

情報発信していた。 

 

共創と伴走による変革

株式会社 Public dots & Company では、地域課題をめぐる行政と企業の共創に当たって

「伴走型」のマッチングを企画・運営している。いわゆるオープンイノベーションは、課

題とソリューションをマッチしてくださいという仕組みが基本だが、あまりうまく機能し

ていない地域が多い。マッチングの間に溝があり、「伴走」の必要性を感じている。 

三重県のデジタル化の案件では、県の行政事務の BPR（業務改革）とデジタル化、企業

や県民との共創体制構築支援、その他デジタル戦略立案のサポートを行った。庁内の業務

改革としては、テレワークやペーパーレス化などの課題があり、そのソリューションは企

業側に何百と並んでいたが、どれがベストなのか、県は判断できない。ベンダーに対して、

県に寄り添ったソリューションを作ってほしいと依頼しても、予算の関係などあって難し

い。このマッチングの溝は他自治体でも同様にある課題だが、最近の動きとしては、自治

体に CTO や CIO 補佐官のようなデジタルに近い立場を用意して取り組んでいるところも

増えている。 

自治体が抱えている課題と市民側の要望のマッチングについてもまだまだ十分ではな

い。例えば地域の高齢者の移動・モビリティにおけるラストワンマイルという課題を考え

14 

基本的に自治体は、自分たちで考えた仮説に基づく予測の数字は出さない。これは実際

の数字とずれたとき、市民や業界団体などからのクレームや問題化を避けるという理由に

よる。国や人口問題研究所が出すオフィシャルな推計の数字、そして議員をしていた当時、

政府が出していた根拠の薄い経済成長率など、公的な数字を使ってシミュレーションをす

るだけであった。 

そこで議員時代に、自治体が人口減少に転じた以降まで、少なくとも 30 年の長期推計の

中での一般財源の税収と、投資的経費や義務的経費、現時点で出ている大規模投資計画な

どを全て合わせた長期シミュレーションを行うプロジェクトを進めた。また自治体内から

数字が出てこないのであれば、議員で作ろうということで、自民党の財政に強い重鎮議員

に相談しプロジェクトチームを立ち上げた。ちなみにその後、このチームは残念ながら政

治的な理由で頓挫することになった。 

 

オープンデータの活用とデータ作り

オープンデータ化については、自治体の持っているさまざまな情報は分析や計画など意

思決定に活用するためのデータであるという考えに基づき、活用できるデータを作る作業

を進めた。全角の数字が混ざっていたり、2 桁数字と 1 桁数字の前にスペースが入ってい

たりといった、データではなく文字として扱う自治体の慣習を変えていく取り組みであっ

た。 

 

財務の見える化

行政において数字を財務的に見ることについては、水道事業の BS（貸借対照表）／PL

（損益計算書）作成を進めた。川崎市内には雨水と下水が混ざる古い合流式のエリアがあ

り、雨水／下水の財務を分けて可視化しないと投資判断が難しい。水道事業は総務省の定

める公営企業会計であり、施設別の損益計算書の作成や、分離されていなかった上水・下

水・工業用水の会計を分ける作業を、議員として提案、推進した。また自治体内の各局で、

財政だけでなく財務的に数字を見る、ということをやらせていただいた。 

 

超党派の議員提案条例

議会の課題については、川崎で 1 期目に取り組んだのが議員提案による条例制定。全会

派を含めた超党派のプロジェクトを作り、子どもの虐待防止に関しての議員提案条例の第

1 号をさせていただいた。それがきっかけとなって議員の会派を超えたタスクフォースの

ような動きができるようにはなったが、現在はあまりうまくいっていないと聞いている。 

 

頑張る議員の応援メディアとオンラインサロン

「変えよう」と頑張っている議員への評価が無いこと、報われないという課題について

は、メディアを立ち上げ、議員の活動の価値を記事として公開し、広く市民に伝えている。
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第２章 ババルルセセロロナナがが実実践践すするるデデーータタをを用用いい

たたままちちづづくくりり 

吉吉村村有有司司

１１．．ははじじめめにに

「市民参加のためのデジタルプラットフォーム」である Decidim を活用したまちづくり・

都市計画について紹介する。Decidim はバルセロナ市がオープンソースで開発したソフト

ウエアで、オンライン上での熟議、投票、市民参加型予算の運用など、直接民主主義をサ

ポートするさまざまな機能が実装されている。バルセロナ市以外にも、ニューヨーク市や

ヘルシンキ市などの自治体、カタルーニャ州、グリーンピースなど、世界の地域と組織で

使われている。筆者は日本でも Decidim の導入を進めていきたいと考えており、渋谷区な

どで実証実験とワークショップを始めていたり、他の人々によって加古川などでも実証実

験などが行われ始めている。本稿では Decidim の紹介と日本での実験について紹介してい

く。 

Decidim との関わりは、バルセロナ市での経験にある。筆者は建築・都市計画・まちづく

りを専門としている建築家だが、コンピューターサイエンスで Ph.D を取得していること

もあり、AI やビッグデータを都市計画にどう応用していくかを得意領域としている。2001

要要旨旨

バルセロナ市がオープンソースで開発した「市民参加のためのデジタルプラットフォーム」

の活用が世界中で広がり、まちづくりや住民参加型の政治において をどう活用す

るか、社会実験が世界中で行われている。こうしたツールは、効率性や利便性が高ければ普及

するというわけではない。バルセロナは 年代から 部門が設置され、住民たちのシビ

ックプライドも強いという背景がある。またヨーロッパ的な対話や議論の文化も、オンライン

上での民主的な熟議を可能にしている１つの要因だろう。日本でも渋谷区や加古川市で

の活用が始まっている。文化的なリソースや民主主義のリテラシーなど、ヨーロッパ

のそれとは違った背景を持つ日本のデジタル民主主義の可能性を広げる実験が進んでいる。

16 

てみても、1 つのソリューションで一挙に解決できるものではない。どの予算を使い、さ

まざまなソリューションをどう組み合わせるか。局を横断する多くの課題があり職員だけ

ではやりきれない。その部分では、筆者らの社団法人が人材育成を含めた組織のあり方そ

のものを一緒に伴走して取り組んでいるというのが現状だ。 

行政と市民の共創については、自治体に対して市民との対話手法を提案したり、さまざ

まなステークホルダーと一緒にプロジェクトを立ち上げていくオープンイノベーションの

場の設定。そして研修としては、自治体の職員が市民や民間企業、NPO と一緒に働く体験

をする共創研修プログラムをいくつかの自治体と作らせていただいている。 

デジタル化による市民の合意形成や行政とのコミュニケーションについては、千葉県が

取り組んでいる「まちナビ」や、バルセロナの「Decidim（デシディム）」のような仕組み

がある。後者については、日本の自治体でも導入するところがいくつか出てきた。デジタ

ルを使って直接市民が意見を届けたり、行政が政策の多数決を採るような動きは今後も加

速していくと思われる。市民側はまだそこまで認知が進んでいないが、自治体としてそう

した取り組みを拡大していく兆しが出てきている。危機感を持って動き始めている自治体

も増えてきており、今後自治体間の差は広がってくるだろう。 
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プラットフォームだ。ビッグテックのクラウドではない場所にデータを置き、その活用に

ついては個人がコントロールできるような仕組みをブロックチェーンなどで実現している。

PI（グループリーダー）としてこのプロジェクトを立ち上げたのはフランチェスカ・ブリ

ア（Francesca Bria）氏で、彼女はバルセロナ市役所の ICT 部門の元 CTO、DIO（デジタル・

イノベーション・オフィサー）だった人物。ヨーロッパの強力な個人データ保護の仕組み

である GDPR の下、さまざまな個人データをどう社会的利益のために活用するかという欧

州委員会（ヨーロピアン・コミッション）のプロジェクトとして、アムステルダム市など

も巻き込んだ実証実験を行っている。 

熟議を進めるデジタルプラットフォーム

Decidim もそれらプロジェクトの 1 つで、「熟議を進めるデジタルプラットフォーム」

というキャッチフレーズを掲げた実証実験を行っている。 

Decidim のプロジェクトが出てきた背景としては、まちづくりや都市計画が、トップダ

ウンからボトムアップに変わりつつあることが背景にある。以前の都市計画はスター建築

家によるトップダウン型が中心的なモデルだった。しかし社会が成熟し、多様な市民が育

ってくることでトップダウンによる合意形成は難しくなる。必然的に市民参加型でボトム

アップによるまちづくりが必要になってきた。 

こうしたまちづくりの 1 つの例として、バルセロナ市のスーパーブロックというプロジ

ェクトがある。バルセロナのいくつかの街区を、自動車が入れないようにし、歩行者のた

めの空間にするというもので、市内の全街路の約 60%程度を歩行者空間とする計画が進ん

でいる。そのプロセスにおいて地区の住民たちを巻き込み、車道だった空間の利活用を、

市民同士で話し合いながらボトムアップで決めていく。 

多様な市民が集まって議論をし、全員の意見をそれぞれ聞き合うプロセスをオフライン

の場で行うのはコストがかかりすぎる。それを補完するためのテクノロジーが Decidim で

ある。 

市民はオンラインの Decidim 上で議論をし、そこである程度意見をまとめ、それを議会

にかけたり政策として落とし込んでいくというのが基本的な流れになっている。まだまだ

実験的に走っている段階であり、成果が未知数の部分もあるが、2016 年から 2019 年にか

けて行われた第 1 段階では、約 4 万人の市民が実験的に参加、約 1,500 の政策として落と

し込まれたものが市の政策決定に使われることになった。 

現在は 2 期目の実験を行っている最中だが、注目すべき点として今回から市民参加型予

算（Participatory Budgeting）という考え方が導入されている。市の総予算の 3％～5％をこ

の市民参加型予算に充てて、その使いみちについて Decidim 上で市民が議論をして決定し

ていく。数十億円規模の予算を市民全員で議論していくという社会実験になっている。 
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年からスペインのバルセロナに移り住み、バルセロナ市役所の一機関であるバルセロナ都

市生態学庁やカタルーニャ州政府の機関であるカタルーニャ先進交通センターなどの公的

機関に勤務した。その後、ベンチャーを立ち上げたり、直近 3 年はアメリカの MIT で研

究、2019 年に約 20 年ぶりに日本に帰国して、活動を行っている。 

 

 

２２．．ババルルセセロロナナととDecidim 

なぜバルセロナで先進的な取り組みが生まれるのか？

Decidim はどのような組織と体制で作られてきたのか。バルセロナが世界に先駆けた新

しい取り組みができる背景としては、長い歴史と経験に裏打ちされた体制がある。バルセ

ロナ市役所には、ICT 部門として IMI（Institut Municipal d'Informatica）という組織がある。

日本でもデジタル庁が発足し、東京都でも東京都デジタルサービス局という組織が立ち上

がっているが、それと同様の組織だと考えて良い。特筆すべきは、創設が 1967 年と長い歴

史を持っていることだ。1975 年に終わったフランコ政権以前からバルセロナ市は ICT 部門

を持っており、50 年以上もの経験の蓄積がある。これは世界的にも珍しく、ビッグデータ

やスマートシティを実施している先進的な都市でもこうした専門部署が創設されたのは

2000 年代に入ってからというところがほとんどだ。 

なぜこうした先駆的な取り組みがバルセロナでは可能だったのか。背景には建築家のイ

グナシ・デ・ソラ・モラレス、哲学者のジョセフ・ラモネーダ、南カリフォルニア大の教

授で情報社会学・都市社会学を専門にしていたマニュエル・カステルなどのキーパーソン

がいたことがある。筆者はジョセフ・ラモネーダが館長だった CCCB という機関で働いて

いたが、ここは磯崎新氏やユルゲン・ハーバーマスのような世界のトップクラスの知性が

集まる欧州の知の拠点になっていた。こうした豊かなリソースがバルセロナ市の先進的な

取り組みのバックグラウンドにある。 

現在 IMI の職員数は 260 人ぐらいで、特徴としては、専門職に Ph.D.を持っている人が

多いこと、そして異動があまりないためにプロフェッショナル集団となって継続的な活動

を行っていることだ。年間予算は現在日本円で 100 億円程度。その中でいろいろなプロジ

ェクトを回しているのがこの ICT 部門になる。 

 

ビッグテックに対抗する

IMI では Decidim 以外にも、世界的にも注目されているプロジェクトがいくつも動いて

いる。DECODE（DEcentralised Citizens Owned Data Ecosystem：分散型市民所有データエコ

システム）もその 1 つだ。DECODE は、Facebook や Google のようなビッグテックに個人

情報が蓄積・活用されている状況を変え、個人のデータを自分たちで管理していくための
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活用できるのではないか、と考え、Decidim と組み合わせた実験を行っている。もともと、

MIT Media Lab City Science グループは、ボストンにおいて電動アシスト自転車に環境セン

サーを取り付けることによって環境データを収集していた。また、筆者が在籍していたMIT

の研究室では、マサチューセッツ州のケンブリッジ市で市役所と共同で取り組んでいたシ

ティスキャナーというプロジェクトを行っていた。ゴミ収集車にセンサーを付けて街を走

らせて、CO₂や NOx の測定を行うと、地域のある場所、ある時間に汚染物質が蓄積しやす

いといった課題が可視化される。行政にとっては、市民の税金で造ったゴミ収集車やバス

のような公共資産にセンサーを付ければ、市民生活の質を改善するためのデータを取得で

きると歓迎された。日本の自治体でも同様の試みは可能であり、進めていきたいと考えて

いる。 

このシティスキャナーのプロジェクトを参考に、渋谷区のママチャリにもセンサーを付

けて実証実験を行う予定になっている。その最初のステップとして、ママチャリに乗って

いるママさんたちの移動データから、急な坂があって危ない場所、道が混雑していて不便

であることなど、日常生活での困り事や課題が見えてきた。そうした課題を持ち寄ってオ

フラインのワークショップを行い、そこにオンラインの Decidim をプラスして使ってみよ

うというのが、日本における Decidim 実証の始まりである。 

Decidim は Code for Japan が日本語版に翻訳したものを使い、ユーザー一人一人が自分な

りの議題を上げる仕組みになっている。誰かが議題を上げると、その下に賛成する人がフ

ォロワーとして付いたり、賛否の意見が付けられていく。例えば「夏のラジオ体操をここ

でやりたい。子どもたちがまとまって体操をするので、この時間帯の通行が心配だ」とい

う意見が出る。ここに「いいね」がいっぱい付き、そのうちの 1 人が「このエリアでラジ

オ体操する場所がないので、僕もやりたいと思います」と議論がつながって深まっていく。

あるいは「自転車で走行できるルールにしてほしい」という意見に対して、「ベビーカー

ユーザーからすると子どもを遊ばせられる数少ない場所で、無対策に自転車通行可にされ

たら怖いと感じる」といった反対意見も出てくる。 

 

議論を進めるための役割や技術

多様な意見がたくさん出てきたときに、それらをどう集約していくかがポイントになる

が、Decidim の場合は、ICT でシステムを作れば自動的に整理されるという考えではなく、

ファシリテーターの存在が重要になっている。バルセロナ市の場合には豊富な予算と充実

した組織が背景にあることもあって、専属のファシリテーターを雇用しており、彼らが議

論の整理や意見の集約を行っている。オンライン上で議論が白熱して激しい対立になった

り、あるいは分散化しすぎてしまったりした場合にはファシリテーターが介入して整理を

する。それでも難しい場合はオフラインで話し合う、というプロセスを混ぜることでうま

くいくという認識になっているようだ。オンラインの仕組みがあればオフラインが要らな

20 

世界で利用される

Decidim は世界で 180 以上の地域や組織が使われているが、大きな特徴はオープンソー

スで開発・配布が行われていることだ。これは、欧州委員会（ヨーロピアン・コミッショ

ン）の予算による EU プロジェクトという公募型のプロジェクトとして Decidim の開発が

始まったという経緯があるため。このプロジェクトをけん引する IMI も、バルセロナ市役

所の機関であり、市民のお金を使って行ったプロジェクトで利益を出すという考えはない。

オープンソースにすることで、世界中の組織や地域に使ってもらうことにより社会に価値

を還元していこうと考えている。 

日本でも渋谷区や加古川市で導入の動きが始まっている。加古川市では、スマートシテ

ィ構想の策定に当たり、市民からの参加を促すという目的で Decidim の実証実験中である。

このプロジェクトは、市役所に勤務する ICT に強いスーパー公務員的な担当者が中心にな

って推進している。加古川市内の高校生と「今まちには何が必要か」というテーマでワー

クショップを開催し、そこで出たさまざまな意見を Decidim で集め、まちの政策作りに生

かすプロセスが進行中だ。 

後述する渋谷区の Decidim 活用が市民参加のまちづくりに重点を置いているとすると、

加古川市はどちらかというと ICT に重点を置いていると筆者は認識している。Decidim が

バルセロナで成功しているからといって、社会文化が違う日本で成功するとは限らない。

現在は各地域でさまざまなモデルによるアプローチを試し、知見を増やしている段階であ

り、最終的に日本に合うタイプのモデルを作り、良いまちづくりにつながれば良いと考え

ている。 

 

３３．．日日本本ににおおけけるるDecidimのの活活用用とと可可能能性性 

渋谷区での プロジェクト

渋谷区のプロジェクトは、2020 年の 11 月に渋谷区で行われた「ソーシャルイノベーシ

ョンウィーク渋谷」において、バルセロナ市から IMI の担当部門部長や開発責任者を招聘

（しょうへい）、立ち上げイベントを行って Decidim の実証実験が始まった。プロジェク

トの 1 つである SHIBUYA Mama-Chari Project は、東大と MIT Media Lab City Science グル

ープ、そして渋谷未来デザインの共同プロジェクトとして、日本で独特の進化を遂げてき

た自転車である“電動アシストママチャリ”にセンサーを付け、収集データから道路や町

の様子を把握するという試みだ。電動アシスト自転車は日本の道路事情や子育て事情に見

合う部分が多く特に幼少児童の送迎などで子育て世代への普及率が高い。また、比較的大

型の電池を備えているなど IoT 化との親和性も高い。こういった理由から“ママチャリ”

というヴィークルは子育て世代が移動に使う以外にも、多様な人の声を聴くツールとして
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Decidim は世界で 180 以上の地域や組織が使われているが、大きな特徴はオープンソー

スで開発・配布が行われていることだ。これは、欧州委員会（ヨーロピアン・コミッショ

ン）の予算による EU プロジェクトという公募型のプロジェクトとして Decidim の開発が

始まったという経緯があるため。このプロジェクトをけん引する IMI も、バルセロナ市役

所の機関であり、市民のお金を使って行ったプロジェクトで利益を出すという考えはない。

オープンソースにすることで、世界中の組織や地域に使ってもらうことにより社会に価値

を還元していこうと考えている。 

日本でも渋谷区や加古川市で導入の動きが始まっている。加古川市では、スマートシテ

ィ構想の策定に当たり、市民からの参加を促すという目的で Decidim の実証実験中である。

このプロジェクトは、市役所に勤務する ICT に強いスーパー公務員的な担当者が中心にな

って推進している。加古川市内の高校生と「今まちには何が必要か」というテーマでワー

クショップを開催し、そこで出たさまざまな意見を Decidim で集め、まちの政策作りに生

かすプロセスが進行中だ。 

後述する渋谷区の Decidim 活用が市民参加のまちづくりに重点を置いているとすると、

加古川市はどちらかというと ICT に重点を置いていると筆者は認識している。Decidim が

バルセロナで成功しているからといって、社会文化が違う日本で成功するとは限らない。

現在は各地域でさまざまなモデルによるアプローチを試し、知見を増やしている段階であ

り、最終的に日本に合うタイプのモデルを作り、良いまちづくりにつながれば良いと考え

ている。 

 

３３．．日日本本ににおおけけるるDecidimのの活活用用とと可可能能性性 

渋谷区での プロジェクト

渋谷区のプロジェクトは、2020 年の 11 月に渋谷区で行われた「ソーシャルイノベーシ

ョンウィーク渋谷」において、バルセロナ市から IMI の担当部門部長や開発責任者を招聘

（しょうへい）、立ち上げイベントを行って Decidim の実証実験が始まった。プロジェク

トの 1 つである SHIBUYA Mama-Chari Project は、東大と MIT Media Lab City Science グル

ープ、そして渋谷未来デザインの共同プロジェクトとして、日本で独特の進化を遂げてき

た自転車である“電動アシストママチャリ”にセンサーを付け、収集データから道路や町

の様子を把握するという試みだ。電動アシスト自転車は日本の道路事情や子育て事情に見

合う部分が多く特に幼少児童の送迎などで子育て世代への普及率が高い。また、比較的大

型の電池を備えているなど IoT 化との親和性も高い。こういった理由から“ママチャリ”

というヴィークルは子育て世代が移動に使う以外にも、多様な人の声を聴くツールとして

─ 21 ─



23 

ンスをしたり議論をしたりする場所として路上が大切な意味を持っているという話がある

が、さかのぼれば古代ローマやギリシャの民会（市民の総会）のような広場に集まってみ

んなで議論をする文化や風土がヨーロッパにはある。もちろん日本にも住民が集まって議

論をするという文化がさまざまな形で存在するが、それはバルセロナと同じものではない

だろう。こうした議論のあり方の違い、文化的背景も踏まえて、日本版としてローカライ

ズする必要がある。 

また筆者がバルセロナに長く住み仕事をしながら感じたのは、住民みんながバルセロナ

というまちが大好きであることだ。まちへの愛着があり、まちの未来について真剣に考え

ている。つまり住民がシビックプライドを持っている。こうした愛着やプライドがどこか

ら来ているのかを考えると、1 つはまちの風景が人々のアイデンティティー形成に関わっ

てきたからではないか。ヨーロッパのまちは基本的に石づくりで風景があまり変わらない。

自分が生まれた家から 3 分歩いたところに例えば橋があり、その橋には子どもの頃の記憶

がきっとあるだろう。そんな場所に、外から有名な建築家が来て橋を壊し公園にすること

になったら、すぐデモが起こるだろう。あまり変わらない風景が住民のアイデンティティ

ーのベースにあるからこそ、まちについての多様な意見を Decidim のような ICT で吸い上

げて補完してやると、まちづくりがうまく回るのではないか。こうした変わらない風景へ

の愛着があまりない日本では、何を基盤にしてまちづくりを進めていけばいいのか、難し

い問題だ。例えば日本人にはディスカッションがあまり得意でない人が多いが、その部分

を ICT で補完することができれば、ある一定のブレークスルーにはなるのではないかと考

えている。 

 

市民の声を政策に落とすことの重要性

筆者はどちらかというとトップダウンよりもボトムアップでまちづくりを進めていく

方が良いと考えている。都市計画においては、いくら綿密に計画をして箱を用意しても、

そこで実際に生活をしていくのは市民である。自分で考え自分で行動していく能動的な市

民がいないと良いまちづくりは実現できない。バルセロナは、そういうことが分かった上

でボトムアップ的なアプローチをとっているように思われる。 

そこで重要なのは、ボトムアップから集約していった声を実現できるかどうかだ。渋谷

区のプロジェクトでも、第 1 フェーズとして市民の声を集めた後、次に必要なのは行政が

それをきちんと受け取り政策に落としていくことである。 

プロジェクトのグループに入っている一般社団法人渋谷未来デザインという機関には、

小泉秀樹東京大学教授が理事長に就任し、渋谷区から職員が出向して渋谷区とプロジェク

トをつないでいる。筆者がプロジェクトの初期から強く伝えていたのは、渋谷区が市民の

声を自治体のプランに落とし込むことの重要性だ。現在、市民の声で作られたある緑道の

プランについての実現が進められているところで、どこまで具体的な空間デザインにまで

落とせるのか未知数ではあるが、期待している。 
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いということではなく、定期的にオフラインのフェース・ツー・フェースのミーティング

も混ぜることでうまく回っていくと彼らは強調している。 

プロジェクトを進めている中で、視覚的な要素も欲しいということになり、「miro（ミ

ロ）」というツールも組み合わせてワークショップを回していった。「miro（ミロ）」は

ウェブ上のホワイトボードのようなツールで、地図の画像の上に付箋を貼るようにしてコ

メントを付けていくことができる。もともと手がけていた都市計画やまちづくりのワーク

ショップでは、参加者で机を囲み、地図を広げ、付箋を貼っていったり模型に書き込んで

いきながら、まちをどうしていこう、という議論をしていたが、それをデジタル環境でで

きるようになっている。ママさんたちと使ってみて、議論がよく進むことが分かった。 

 

活用で見えてきたこと

Decidim を使いながらワークショップを実施したことで、いくつかの知見が得られた。 

1 つ目はほとんどの参加者が ICT に習熟していたことだ。「どう使ったらいいの？」と

いった質問はほとんどなかった。 

2 つ目は集まってくれたママさんたちが、ワークショップやまちづくりにとても興味が

あるということ。小さいお子さんのいる方にとっては、こうしたワークショップが昼間の

時間に開催されていてもなかなか参加できなかったが、オンライン開催だと比較的参加が

しやすいということも見えてきた。 

3 つ目としては、ビジュアライゼーションの効果、データを視覚化することの意味の大

きさだ。ビジュアライゼーションは単に「きれいに見せる」だけではなく、非専門職の人々

とのコミュニケーションツールになるということが確認できた。専門職や研究者は数式を

使って論文を書くが、それでは普通の人には理解してもらえない。データや情報をビジュ

アライズしたものを見せれば彼/彼女たちも直感的に理解ができ、自分のまちをよりよく知

ってもらえる。合意形成の場面でも視覚化は有効だ。MIT Media Lab City Sciences グループ

が開発したシティスコープのプロジェクトは、市民が集まって議論をして合意形成するワ

ークショップであり、レゴブロックを活用していた。レゴブロックで自分たちのまちを再

現し、そこにプロジェクターで 3D マッピングを投影し、例えばある場所のビル（のブロ

ック）を取り除くと、まちがどう変化するかをより直感的に理解してもらうことができて

いた。今後こうしたコミュニケーション手法は拡大していくのではないか。日本でも広げ

ていきたいと考えている。 

 

日本のシビックプライドは？

デジタルプラットフォーム上での議論には、文化的なバックグラウンドの違いも存在す

ることが分かった。バルセロナでは、自分たちの住むまちにそれなりに愛着やプライドを

持っている人が多い。そのためまちづくりについて話すとき、否定的な意見ばかりが出て

負のスパイラルになることはこれまでなかったという。フランス人にとってはパフォーマ
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第３章 参参加加型型民民主主主主義義のの変変容容とと課課題題

庄庄司司昌昌彦彦

１１．．デデジジタタルル化化のの拡拡大大とと「「声声をを届届けけるる」」参参加加型型民民主主主主義義

年代 デジタル民主主義の夢

デジタル化の拡大は地域住民と地域社会との関わりに大きな変化を与えてきた。1990 年

代後半になると、情報公開法（1999 年）やインターネットの普及によるウェブサイトの開

設・運営が増加したことで、行政関連の公開情報が飛躍的に増加することになった。民主

主義のあり方は時代に応じて変化するが、市民の合意形成と社会への「参加」のあり方に

注目すると、デジタル化が進んだ 1990 年代以降の変化は大きい。 

私が大学に入学した 1996 年当時、デジタル民主主義には一部で大きな期待が抱かれて

いた。e-democracy、つまり IT によって社会への市民参画を促し、政治や行政の質も高めて

いくことが可能だという考えが、希望とともに語られていた時代だった。世界で最初の選

挙のための電子掲示板サイト e-democracy.org をスティーブン・クリフト（Steven Clift）が

オープンしたのが 1994 年であった。日本では 1996 年に藤沢市と慶応大学 SFC が共同で

「市民電子会議室」を開設していた。 

要要旨旨

デジタル化時代の地域力について、デジタル民主主義の可能性を軸に考える。 年代は、

「声を届ける参加型民主主義」として、 による社会への市民参画と行政の質向上が可能だ

とする が希望とともに語られていた。 年代になると、 を使った地域社

会の自治ガバナンスの試みが発展するが、 年頃から拡大していった や

などグローバルなプラットフォームが出てくるなかで衰退していった。グローバルな は

アラブの春のような「政治を直接動かす参加型民主主義」を可能にし、現在はそこからシビッ

クテックのような「自分たちで作る参加型民主主義」が活動の場を広げている。しかし課題も

大きい。 の拡大は市民の「大衆化」を促進し、マーケティングや広告技術による操作や監

視、ビジネス利用などが巨大な規模で進行している。また「ソリューショニズム」と呼ばれ

る、エンジニアによる近視的な課題解決の危険性も指摘されている。
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また、まちづくりをけん引する体制についても、日本とバルセロナでは違いがある。前

述したとおり、バルセロナ市の IMI では担当スタッフが Ph.D.を持っていたり、MBA を持

っていたりと、基本的にはエリートたちが都市計画を担っている。これはバルセロナに限

らずヨーロッパ全体にいえることだが、エリートたちがプライドを持ち責任を持ってまち

づくりや行政を回してきているという歴史がある。また、そのような人材を最大限生かせ

る体制作りなども確立されている。 

この方法を日本に移植できる可能性をずっと考えていたが、やはり彼らのそれは欧州モ

デルであり、日本とは社会文化が違うのではないか。日本では、自治体の周辺に不動産会

社や都市開発企業などのプレーヤーが存在し、補完し合いながらまちづくりを進めていく

というモデルになっている。行政が全てのリーダーシップをとるのではなく、多くのステ

ークホルダーが集まり、調整をしながら動かしていくという形になっているのではないか。

また、日本の自治体職員も個の能力としては欧州の職員と引けをとらない場合が多いのだ

が、組織としてそれら個のパフォーマンスが十分に発揮される状況になっていない場合が

多い。 

ただ日本でも、神戸市が ICT に強い専門家を育成していたり、加古川市や渋谷区も新た

な試みを通して変化しようとしている。東京都でも元ヤフーの CEO だった宮坂学氏が副

知事に就任して DX を進めるなど、変わっていく兆しがある。 

新しいまちづくりを担う人材は、テクノロジーに関心がある人材とまちづくりに関心の

ある人材の 2 タイプに分けられる。日本はどちらかというと後者が多く、テクノロジーに

強いまちづくり人材はまだこれからといった状況だろう。 

テクノロジーの知識を持っている人と、行政やまちづくりの実務経験を持っている人が

うまく混ざり、両サイドの知見と技術を持つ人材を育てていく必要がある。最終的なアウ

トプットはもちろん良いまちをつくることだが、そのプロセスにおいて人間の手と目では

効率が悪くなる部分についてはコードを書いてデータ処理をしたり、補完的にテクノロジ

ーを使っていったら良い。筆者が関わっている学生たちには、コードを書いたり触っても

らったりすることでデータに対する苦手意識をなくしていこうとしている。まちをよくし

ていくという目標に向かってデータをどう使っていくか。筆者自身がバルセロナで行政に

勤めていたこともあり、行政の中でできることの可能性は大きいと感じている。学生たち

は今だと不動産やデベロッパーの企業に進むことが多いが、今後は自治体や地域でも面白

いことできるという流れを作っていきたい。いろんな職種、領域に良い人材がいる状況に

なれば、全体で地域をよくしていくことができるのではないかと考えている。 
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第３章 参参加加型型民民主主主主義義のの変変容容とと課課題題

庄庄司司昌昌彦彦
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立していること、②メンバーが分散していて中心を持たないこと、③メンバーが多様であ

ること、④正しい方法で意見を集約すること、の 4 つの条件が必要であるという内容は広

く関心を集めた。 

また日本の女子高生がケータイで連絡を取っているというところから話が始まる『スマ

ートモブズ』（Rheingold（2002））もしばしば参照された。モバイルが当たり前の環境で、

ウェアラブルデバイスと評価や評判のシステムを通して、直接知らない人々とも互いに協

力して行動する人々が出現する未来を描いていた。 

著者のハワード・ラインゴールドと知己であった伊藤穰一氏が、「創発民主政（Emergent 

democracy）」という論文を GLOCOM に持ちこみ、公文俊平所長らがそれを翻訳し発表し

たのもその頃である（Ito（2004））。伊藤氏の論文は、ブログや WIKI などが世界で使わ

れ始めた頃の着想で、これらツールの進化に伴うインターネットの普及と影響力の拡大が

新しい政治モデルの構築を促進することや、より高度な秩序が形成され、複雑な諸問題に

対処しつつ、現行の代表民主制を支援したり、変更したり、あるいは代替するような新し

い形の民主政治が創発してくる可能性を説いていた。 

また同論文は、テクノロジーが企業や政府に権力が集中することで腐敗した民主制をさ

らに劣化させる可能性もあることや、よりよい民主制のために私たち市民ができるだけ影

響力を発揮する必要があることも指摘していた。これは現代の状況、テクノロジーによる

民主制の危機を予見していたともいえる。 

また、2004 年から 2006 年にかけては、当時私が在籍していた GLOCOM では哲学者・

思想家の東浩紀氏によって「情報社会の倫理と設計についての学際的研究」を目的とした

「ISED（アイエスイーディー）」という研究会が行われていた。現在はスマートニュース

社の会長である鈴木健氏は研究会の主要メンバーの 1 人で、彼は当時、分人民主主義

（Divicracy）というエンジニア的な発想による民主主義をアップデートしようという提案

をしていた。これは現在のように 1 人が 1 票を行使するのではなく、「政策 A に 0.3 票、

政策 B に 0.4 票」といった細やかな合意形成のシステムをテクノロジーによって実現する

という考えで、デジタルによって民主主義を更新する可能性が各方面で議論されていた。 

多くの人たちが、ばら色のインターネット、デジタル民主主義の可能性をまだ夢見てい

たのがこの 2000 年代という時代だった。負の面が顕在化している現在から見ると牧歌的

で理想主義的ではあるが、インターネットを支えるハッカー的な思想とも関連が深く、語

られた理想が実際に社会に影響を与えてきたことも事実である。ちなみに台湾の唐鳳（オ

ードリー・タン）も、基本的にはこうしたデジタル・デモクラシーの理想主義の流れだと

いえるだろう。 
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「ばら色のデジタル民主主義」を夢見ながら大学院を出た後、国際大学 GLOCOM とい

う組織で、デジタルと公共に関する調査研究やシンクタンク的な仕事をしていたが、国内

における e-democracy の熱はさして盛り上がらなかった。 

しかしその頃から mixi や GREE といった SNS が登場し、日常のゆるやかなコミュニケ

ーションの場として広く普及していった。この SNS を「地域」で活用する動きも現れ、「地

域 SNS」は全国の 500 以上の地域に草の根的に広がっていった。一部の地域 SNS では自治

体が運営に関与し、行政職員と市民が日頃からゆるやかにつながり協働で季節のイベント

を企画したり新たな特産品を考えたりするなど、市民が行政に「声を届ける」参加型民主

主義の萌芽（ほうが）ともいえる信頼関係が構築されていた。しかし地域 SNS は、全世界

で使われるTwitterやFacebookなどのグローバルなプラットフォームの勢いに押され、2010

年以降は衰退してしまった。 

年代 の時代

政治家と市民の関係にも変化があった。2000 年代後半以降は、ブログやソーシャルメデ

ィアを通じて、政治家と市民が直接コミュニケーションを取るようになった時代である。

日本では政権交代が起きた 2009 年の総選挙から、Twitter を通じて有権者とコミュニケー

ションを行う、「Twitter 議員」と呼ばれる国会議員が増加し、地方自治体の政治家にも拡

大していった。市民が、議会における自分たちの代表者に「声を届ける」参加型民主主義

がこの領域でも進展していった。 

Twitter や Facebook などが一般に広がった 2009 年、アメリカではオバマ大統領が誕生し

た。オバマは就任直後に「透明性とオープンガバメント」と題する覚書を発表し、「透明

性、参加、協働」という、いわゆるオープンガバメントの三原則を示した。この時期、私

はアメリカに調査に行きオープンガバメントというテーマの大きさと可能性に目をひらか

された。特にパブリックセクターにおけるデータの開放、いわゆるオープンデータはその

後の私の研究の中心になった。 

この分野で重要な存在だったのが、オバマ政権の CTO（chief technology officer）として

オープン・ガバメント・イニシアチブを導いたニューヨーク大学のベス・ノヴェック（Beth 

Noveck）だ。“Wiki Government”（Noveck（2009））という著書で、オープンな技術が社

会課題の解決をしていく未来を説いた。 

2000 年代の半ばには、ブログや WIKI など新しいインターネット上のツールの利用が世

界で広がり始め、WEB2.0 という言葉が流行した。当時よく参照されていたのが『「みん

なの意見」は案外正しい』（Surowiecki（2004））で、自分の利益とは関係ない一般的なこ

とについて群集が出した結論は、最も優秀な人の結論よりも知的に優れているという、群

衆知・集合知のアイデアが展開されていた。群集知・集合知の成立には、①メンバーが自
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いう点で、「アラブの春」と同様、政治を直接動かそうとする参加型民主主義が機能した

といってよいだろう。 

 

ソーシャルメディアを活用し社会に影響を与える小集団

インターネットやソーシャルメディアによって社会に直接影響を与える集団が、政党と

いう形で実現したのがヨーロッパの海賊党である。情報の自由やプライバシー保護、知的

財産権の緩和や政府の透明化などを求めるネットユーザー政党で、アノニマスや Wikileaks

とも思想面や活動で共通性があった。2009 年以降、スウェーデンやドイツから欧州議会議

員選挙の議席を獲得したり、アイスランドで複数の国会議員を排出したり、2011 年にはベ

ルリン市議会（州議会）選挙で 15 議席を獲得したりするなど、インパクトを与えた動きで

あった。 

 

３３．．自自分分たたちちでで作作るる参参加加型型民民主主主主義義へへ 

ともに考え、ともにつくる

これまでの「声を届ける」参加型民主主義や、「政治を直接動かす」参加型民主主義と

は異なる動きとして出てきているのは、「シビックテック」や「コ・デザイン」というア

プローチだ。これはテクノロジーの力を使いつつ、社会課題や地域課題の解決策を自分た

ちで考え、合意形成をし、さらに解決策の実施まで自分たちで行うというものだ。「自分

たちで作る」参加型民主主義といえるだろう。 

社会参加志向のあるエンジニアたちの活動である「シビックテック」は、主に行政機関

が提供するオープンデータを利用したり、時にはデータも自分たちで作り、そのデータを

使ったアプリやサービスによって社会や地域の課題解決に取り組む。日本では、「ともに

考え、ともにつくる」というキャッチフレーズを掲げている"Code for Japan"が、代表的な

シビックテックを推進団体だ。 

"Code For———" はもともとアメリカの"Code For America"が、エンジニア・プログラマー

が関わってよりよい行政を作っていこうと始めた活動である。透明性の向上やオープンガ

バメントの推進を目指す地域の行政と、先端的なエンジニア、行政の専門家、産業界リー

ダーなどを結びつけ、複数の財団から受けた資金を先端的技術者に提供し、1 年の間、行

政関係のプログラミングに従事してもらうというプロジェクトで、WEB2.0 を提唱したオ

ライリー社のティム・オライリーや Facebook のマーク･ザッカーバーグらが、"Code For"へ

の参加を呼び掛け、全米からの参加者とともに実績を積み重ねている。 
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２２．．政政治治をを直直接接動動かかすす参参加加型型民民主主主主義義 

年代 社会を変えるデジタル技術

2000 年代までのデジタル技術が実現していた「声を届ける」タイプの参加型民主主義は、

行政機関や地域の議員を通じた社会参加であり、間接民主主義的であった。しかし 2010 年

代以降には、「アラブの春」や「オキュパイ・ウォールストリート」のような直接的な社

会参加の形が現れてきた。考え方を同じくする人々が群れを作り、より直接的に政治を動

かし、意思決定の結果を左右しようとする動きが世界的に強まった。 

デジタルテクノロジーが政治や社会に大きな影響を与えた最初の事例としては、フィリ

ピンで 2001 年に起きたエストラーダ大統領の追放キャンペーン、通称 EDSA2 という出来

事が知られている。大統領の違法賭博献金疑惑が発覚すると、インターネットや携帯電話

のショートメッセージでつながった民衆のデモが広がり、疑惑発覚から 3 カ月で辞任する

ことになった。「私は（クーデターではなく）クーデ“テキスト”によって追い出された」

と辞任後に大統領が語ったというジョークが当時出回ったり、携帯電話会社が「携帯電話

が EDSA2 を支えた」という広告を新聞に掲載するなど、多少誇張された部分もあったよ

うがだが、テクノロジーによってデモクラシーが動いた事例とされている。2003 年に当選

した韓国の盧武鉉大統領も、Ohmy News 等のネットメディアを活用し、時には大規模デモ

を組織して意思表示をする若者たちに支えられていたことが知られている。 

2010 年から 2012 年にかけては、インターネットでつながった民衆が世の中を大きく動

かした「アラブの春」の運動があった。発火点となったチュニジアのジャスミン革命（2010

年）では、高い失業率への抗議から始まったデモやストライキが当時のベン・アリ長期政

権への抗議となり、その様子が YouTube や Facebook で拡散、政権打倒へとつながった。

国家機密などをリークするという情報のオープン化を象徴するサイト・活動である

Wikileaks（ウィキリークス）も、ベン・アリ大統領一族の腐敗を伝えた。政府は Wikileaks

へのアクセスを遮断すると、情報統制に反発した国際的なハッカー集団であるアノニマス

が政府ウェブサイトを攻撃した。アノニマスはエジプトの情報統制反対運動やウォール街

への抗議運動で世界に広がった「オキュパイ・ウォールストリート」でもデジタルテクノ

ロジーを活用し社会に影響を与えるアクションを行った。 

エジプトでは、政府による情報統制に対してネットの自由を掲げる国際集団「テレコミ

ックス」が独自のダイヤルアップ接続サービスを国内で提供し、現地の人々やジャーナリ

ストの情報発信を支援した。 

最近の事例では 2019 年から 2020 年に起きた香港民主化デモも類似性がある。スマート

フォン同士で匿名の P2P（ピア・ツー・ピア）ネットワークを構築する FireChat というツ

ールを使うことで、投稿は一定時間で消去され、中国政府のネットワーク遮断や検閲を回

避しながら、デモを組織していった。テクノロジーで群衆が組織され、社会を動かしたと
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器の整備ではなく、環境負荷の低減や、混雑問題への対応、文化的多様性の実現など、生

活の質を高めるソフト面の目標達成である。そのために必要なのがデータの活用である。 

スマートシティ先進都市として知られるバルセロナ市では、街路灯・バス・バス停・駐

車場・ゴミ箱等に公共センサーを設置し、騒音や大気の汚れ、駐車場利用状況、ゴミ箱の

状態などを把握してサービス向上に役立てている。さらに、さまざまな公共データをオー

プンにすることで、課題発見と解決につなげている。集めたデータを管理するのは市が IT

企業とオープンソースで開発した Sentlio（http://www.sentilo.io/）というプラットフォーム

で、カタルーニャ州の他自治体、ドバイ、神戸市などでも利用されており、都市間の交流

も行われている。 

アメリカではシカゴ市もスマートシティを推進している。Array of Things と呼ばれるス

マートシティのシステムは、バルセロナ市と同じく、街中にセンサーを配置し、一酸化炭

素、二酸化窒素、二酸化硫黄、オゾン、騒音、歩行者・車両交通量、道路表面温度などの

データを取得、「シカゴのフィットネストラッカー」とも呼ばれている。データは研究者

や一般市民にオープンに提供され、ソフトウエアやハードウエア仕様も全て Github で公開

するなど、オープン志向のプロジェクトになっていることも特徴だ。この環境を活用した

事例としては、洪水や交通安全に関する予測システムや特定の大気汚染物質をトラッキン

グするモバイルアプリ、暑くない場所を探すアプリなどがある。扱うデータのプライバシ

ーについては、有識者らの会議で定期的に審査されており、個人が特定できる情報は可能

な限り収集せず、都市環境に重きを置くためプライバシー侵害リスクは低い、とされてい

る。 

日本でも、コロナ対応の中で内閣府の V-RESAS というウェブサイトが自治体や企業か

らのデータをもとにして、全国の地域の状況を可視化していた。イベントのチケット売り

上げや地域の人流などのデータの変化が地域別に週単位などで細かく閲覧できるようにな

っており、オープンなデータを可視化する基盤は整ってきているといえる。 

 

 

４４．．デデジジタタルル民民主主主主義義のの負負のの側側面面

しかしデジタル民主主義の課題、負の側面もはっきりと浮上してきている。オープンガ

バナンスの進展など多くの前向きな事象も起きているが、非常に憂慮すべき事態も起こっ

ているといわざるを得ない。 

もともとは一部の高度な専門家によって発展が始まったデジタルテクノロジーは、やが

てアカデミアからはみ出したハッカーのような人々によって自由に利用されるようになり、

さらに「ギーク」や「オタク」と呼ばれる存在が情報社会を引っ張る存在になっていった。

そこからさらに大衆化が進み、「賢い」群衆（モブ）となり、社会に影響を与えるように
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"Code For JAPAN"や"Code For GERMANY"など世界各地に取り組みが広がっており、中

でも日本の"Code For JAPAN"は比較的活発な活動をしている。草の根的なエンジニアが「と

もに考え、ともにつくる」精神で、社会の問題解決にまで取り組んでいる。 

 

シビックテック

地域社会において市民のための IT 活用を推進し、地域力を強くしていこうとする「シビ

ックテック」の流れは、世界各地で広がっている。イギリスの「Fix My Street」もその 1 つ

だ。「Fix My Street」は、地域の中の落書きや不法投棄、壊れた道路の舗装など、直したり

修理したりしてほしい場所を地域住民が見つけ、オンライン地図に登録し行政に知らせる

というシンプルなウェブサービスである。住民が投稿した新しい問題や解決済みの問題も

可視化されていて、自由に閲覧できる。類似サービスの「Fix My Transport」は、混雑や時

刻の遅れ、汚れている場所があるなど、交通機関の困り事を、市民が Twitter や Facebook、

メールなどで投稿することで、行政の担当者に届き、マップ上でその情報が公開されると

いうものだ。 

私の大学のゼミも実施している「シビックパワーバトル」も、テクノロジーによって地

域の魅力を発掘しようという参加型イベントだ。地域単位で分かれたチームが、オープン

データをもとにして課題を可視化し、解決策の提案や、可能な場合はアプリ・サービスの

実装まで行い、バトル形式でプレゼンテーションを行う。流山市、横浜市、さいたま市、

千葉市、川崎市が参加した第 1 回シビックパワーバトル＠Yahoo! LODGE（東京開催）、千

葉地域で行われたシビックパワーバトル千葉市 6 区対抗戦、京阪神地域ではシビックパワ

ーバトル大坂夏の陣、全国から参加があったシビックパワーバトル オープンガバメント

推進協議会 2018（浜松市で開催）、川崎シビックパワーバトル 2018（川崎市で開催）な

ど、全国の地域で開催が続いている。 

東京大学公共政策大学院などが共催している、「チャレンジ！！オープンガバナンス」

も、2016 年から行われている全国的なシビックテック関連イベントだ。「市民も変わる、

行政も変わる!! オープンガバナンス」をキャッチフレーズに、全国からエントリーした

自治体が地域課題と関連データを公開し、市民参加者は、データを活用しながら課題解決

のアイデアや、市民と行政の連携状況を競う、というコンテストになっている。2020 年度

のオープンガバナンス総合賞を受賞したのは、目黒区が提示した地域課題「コロナ禍にお

ける適切な避難行動」に対して、「区民が災害情報のオープンデータを確認した後に避難

表明を行うことができる仕組み」を提案したチームだった。 

 

スマートシティ

デジタル化時代の地域力が具体的に表れてくるのがスマートシティである。技術を活用

して人々にとって住みよい都市環境を目指す取り組みやそうした都市のことを「スマート

シティ」と呼ぶが、重要なのは、超高層ビルやロボット、自動運転車などのインフラや機
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器の整備ではなく、環境負荷の低減や、混雑問題への対応、文化的多様性の実現など、生

活の質を高めるソフト面の目標達成である。そのために必要なのがデータの活用である。 

スマートシティ先進都市として知られるバルセロナ市では、街路灯・バス・バス停・駐

車場・ゴミ箱等に公共センサーを設置し、騒音や大気の汚れ、駐車場利用状況、ゴミ箱の

状態などを把握してサービス向上に役立てている。さらに、さまざまな公共データをオー

プンにすることで、課題発見と解決につなげている。集めたデータを管理するのは市が IT

企業とオープンソースで開発した Sentlio（http://www.sentilo.io/）というプラットフォーム

で、カタルーニャ州の他自治体、ドバイ、神戸市などでも利用されており、都市間の交流

も行われている。 

アメリカではシカゴ市もスマートシティを推進している。Array of Things と呼ばれるス

マートシティのシステムは、バルセロナ市と同じく、街中にセンサーを配置し、一酸化炭

素、二酸化窒素、二酸化硫黄、オゾン、騒音、歩行者・車両交通量、道路表面温度などの

データを取得、「シカゴのフィットネストラッカー」とも呼ばれている。データは研究者

や一般市民にオープンに提供され、ソフトウエアやハードウエア仕様も全て Github で公開

するなど、オープン志向のプロジェクトになっていることも特徴だ。この環境を活用した

事例としては、洪水や交通安全に関する予測システムや特定の大気汚染物質をトラッキン

グするモバイルアプリ、暑くない場所を探すアプリなどがある。扱うデータのプライバシ

ーについては、有識者らの会議で定期的に審査されており、個人が特定できる情報は可能

な限り収集せず、都市環境に重きを置くためプライバシー侵害リスクは低い、とされてい

る。 

日本でも、コロナ対応の中で内閣府の V-RESAS というウェブサイトが自治体や企業か

らのデータをもとにして、全国の地域の状況を可視化していた。イベントのチケット売り

上げや地域の人流などのデータの変化が地域別に週単位などで細かく閲覧できるようにな

っており、オープンなデータを可視化する基盤は整ってきているといえる。 

 

 

４４．．デデジジタタルル民民主主主主義義のの負負のの側側面面

しかしデジタル民主主義の課題、負の側面もはっきりと浮上してきている。オープンガ

バナンスの進展など多くの前向きな事象も起きているが、非常に憂慮すべき事態も起こっ

ているといわざるを得ない。 

もともとは一部の高度な専門家によって発展が始まったデジタルテクノロジーは、やが

てアカデミアからはみ出したハッカーのような人々によって自由に利用されるようになり、

さらに「ギーク」や「オタク」と呼ばれる存在が情報社会を引っ張る存在になっていった。

そこからさらに大衆化が進み、「賢い」群衆（モブ）となり、社会に影響を与えるように
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"Code For JAPAN"や"Code For GERMANY"など世界各地に取り組みが広がっており、中

でも日本の"Code For JAPAN"は比較的活発な活動をしている。草の根的なエンジニアが「と

もに考え、ともにつくる」精神で、社会の問題解決にまで取り組んでいる。 

 

シビックテック

地域社会において市民のための IT 活用を推進し、地域力を強くしていこうとする「シビ

ックテック」の流れは、世界各地で広がっている。イギリスの「Fix My Street」もその 1 つ

だ。「Fix My Street」は、地域の中の落書きや不法投棄、壊れた道路の舗装など、直したり

修理したりしてほしい場所を地域住民が見つけ、オンライン地図に登録し行政に知らせる

というシンプルなウェブサービスである。住民が投稿した新しい問題や解決済みの問題も

可視化されていて、自由に閲覧できる。類似サービスの「Fix My Transport」は、混雑や時

刻の遅れ、汚れている場所があるなど、交通機関の困り事を、市民が Twitter や Facebook、

メールなどで投稿することで、行政の担当者に届き、マップ上でその情報が公開されると

いうものだ。 

私の大学のゼミも実施している「シビックパワーバトル」も、テクノロジーによって地

域の魅力を発掘しようという参加型イベントだ。地域単位で分かれたチームが、オープン

データをもとにして課題を可視化し、解決策の提案や、可能な場合はアプリ・サービスの

実装まで行い、バトル形式でプレゼンテーションを行う。流山市、横浜市、さいたま市、

千葉市、川崎市が参加した第 1 回シビックパワーバトル＠Yahoo! LODGE（東京開催）、千

葉地域で行われたシビックパワーバトル千葉市 6 区対抗戦、京阪神地域ではシビックパワ

ーバトル大坂夏の陣、全国から参加があったシビックパワーバトル オープンガバメント

推進協議会 2018（浜松市で開催）、川崎シビックパワーバトル 2018（川崎市で開催）な

ど、全国の地域で開催が続いている。 

東京大学公共政策大学院などが共催している、「チャレンジ！！オープンガバナンス」

も、2016 年から行われている全国的なシビックテック関連イベントだ。「市民も変わる、

行政も変わる!! オープンガバナンス」をキャッチフレーズに、全国からエントリーした

自治体が地域課題と関連データを公開し、市民参加者は、データを活用しながら課題解決

のアイデアや、市民と行政の連携状況を競う、というコンテストになっている。2020 年度

のオープンガバナンス総合賞を受賞したのは、目黒区が提示した地域課題「コロナ禍にお

ける適切な避難行動」に対して、「区民が災害情報のオープンデータを確認した後に避難

表明を行うことができる仕組み」を提案したチームだった。 

 

スマートシティ

デジタル化時代の地域力が具体的に表れてくるのがスマートシティである。技術を活用

して人々にとって住みよい都市環境を目指す取り組みやそうした都市のことを「スマート

シティ」と呼ぶが、重要なのは、超高層ビルやロボット、自動運転車などのインフラや機
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ソーシャルメディアとマスメディアの相互作用も重要なトピックだ。トランプ氏は、戦略

無しに投稿していたわけではなく、データ分析による選挙コンサルティングを専門とする

ケンブリッジ・アナリティカ社などが、大量のプロファイリングに基づき心理操作に近い

高度な広告技術を駆使して激戦州の浮動層にメッセージを届けたりすることで、当選を勝

ち取った。 

この「事件」を踏まえると、過激なツイートを拡散する役割を担ったマスメディアや、

ターゲティング広告の場を提供した大手プラットフォーム企業が、今後どのような姿勢で

民主主義と関わっていくべきであるのか、課題が残る。世論形成に与える効果や「ネット

中立性」の観点から実証研究等を踏まえて、適切な関係を見いだし、ガイドライン等を作

成していくことが求められるのではないか。 

アメリカ大統領選挙に限らず、プラットフォーム企業等が広告ビジネスにおいて、個人

ユーザーのデータをプロファイリングし、分析して、効果的なメッセージを届けようとし

たり、あるいは人を選別したりするといったことは広範に行われており、現在は AI の利

用も進んでいる。特に深層学習（ディープラーニング）を用いて分析した場合、「AI がな

ぜそのように評価・判断したのか」の判断基準や過程が不透明であり、正しい判断である

のかどうか検証できないことや、責任主体が不明確になることも問題だ。日本では就職支

援サイトのリクナビが、本人の適正な許諾を得ずに学生の内定辞退率を AI で推測・評価

し企業に有償提供していた問題が発覚した。就職という人生を左右するような決定に不透

明な人工知能が関与し、そのために個人データが活用されるということは学生にとっては

想定外であり説明責任も問われる。今後、オンライン広告やデータ分析、デジタルマーケ

ティングを専門とするテクノロジー企業は、政党・政治家と有権者のコミュニケーション

だけではなく、政府と国民の間のコミュニケーションや、企業と消費者との間のコミュニ

ケーション、国際関係におけるコミュニケーションなど、さまざまな場面により深く関与

するようになると考えられる。デジタル技術が民主主義を脅かす可能性は今後さらに拡大

していくだろう。 

 

スマートシティにおけるデータ利用の課題

デジタル化の最前線であるスマートシティのプロジェクトでも、さまざまなデータと個

人 ID を紐付けることで個人に最適なサービスを提供したり、人々の行動を変えることで

環境負荷の低減など全体最適を達成したりするという議論があるが、うまくいっていない

事例も多い。Google が大々的に取り組んだカナダのトロント市におけるスマートシティプ

ロジェクトも、市民と Google の間で個人データ利用についての合意が得られず頓挫した。

その一方で中国ではコロナ禍のパンデミックの管理という目的で、街中のカメラ画像やス

マートフォンを経由した移動データによる監視が成功したといわれている。個人を丸裸に

して監視や効率化を行うことを評価し、推進する動きもあるが、本当にそれで良いのだろ

うか。 
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なっていくことを期待したのが、2000 年代の『スマートモブズ』や「創発民主政（Emergent 

democracy）」であった。しかしそうした集合知の実現や創発よりも、実際に生まれたのは、

賢いとはいえないモブが相互に影響し合い、足を引っ張り合う世界である。 

 

広告やマーケティング技術の政治利用

人々を追跡・監視し誘導する広告技術やマーケティングテクノロジーの発達を政治的に

利用したり、監視などの自由を奪うための活用が拡大しているという問題も大きい。オバ

マを大統領に押し上げたのも、トランプ当選の原動力となったのもソーシャルメディアそ

のものではなく、その裏にあるこれらの技術であり、コロナ禍でクローズアップされたの

も、デジタル監視国家の有効性とその危険性であった。 

ソーシャルメディアを駆使した活動は、例えばイスラム国（IS）にまで及んでいる。世

界中からメディアビジネス等の経験者が集結していたとされる IS の広報局「フルカーン」

のネット戦略は、YouTube や Facebook、Twitter 活用した（1）プロパガンダ、（2）リクル

ート、（3）資金集めだ。ソーシャルメディアは単にメッセージを発し拡散させるための手

段ではない。アラブの春やオキュパイ・ウォールストリートで存在感を見せた、匿名ハッ

カー集団アノニマスも、テクノロジーの活用において人並み外れた人々であり、ツイート

や動画に現れる主張だけではなく、より深いレベルでの活動に目を向けるべきだろう。 

こうしたテクノロジーの政治活用が最も露骨に現れるのがアメリカの大統領選挙だ。4

年に 1 度の選挙の度にイノベーションが起きている。2004 年の民主党大統領予備選に立候

補したハワード・ディーン候補はブログを活用して積極的な情報発信を行い、支持者はSNS

を活用して数多くの集会（meetup）を組織することに成功した。またネット経由での小口

献金を多数集め、有力候補に浮上することになった。2008 年の選挙では、大統領になった

バラク・オバマ候補以外の候補者も Twitter や Facebook などの SNS をフル活用して支援者

のコミュニティーを形成していった。中でもオバマ候補は完成度の高い SNS サイトを独自

に運営し、YouTube で演説や活動状況を動画配信するなど、テクノロジーの有効活用が目

立った。2012 年の選挙でも、オバマ陣営はビッグデータ分析に基づく効果的な選挙キャン

ペーンを打ち出して勝利を収めた。 

アメリカ大統領選は、近年ますます IT 企業の関わりが増大している。政治・選挙コンサ

ルティング、メディアの運用、世論調査、データ分析など、多様なビジネスの機会である

だけでなく、限られた時間の激しく状況が変化する中での集中的な開発で得られる経験や

ネットワーク等が企業の中長期的な財産となり、また技術をアップデートする絶好の機会

になっている。また選挙を戦う側にとっても IT の重要性は有能なエンジニアやサービス

を持つ企業を確保することが勝負の鍵になっているといってよい。 

テクノロジーのブラックボックス化

2016 年の大統領選挙で当選したトランプ候補は、過激なツイートの内容をマスメディア

に報じさせることでネットを利用していない人々にまで自分の主張を届けた。このような、
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ソーシャルメディアとマスメディアの相互作用も重要なトピックだ。トランプ氏は、戦略

無しに投稿していたわけではなく、データ分析による選挙コンサルティングを専門とする

ケンブリッジ・アナリティカ社などが、大量のプロファイリングに基づき心理操作に近い

高度な広告技術を駆使して激戦州の浮動層にメッセージを届けたりすることで、当選を勝

ち取った。 

この「事件」を踏まえると、過激なツイートを拡散する役割を担ったマスメディアや、

ターゲティング広告の場を提供した大手プラットフォーム企業が、今後どのような姿勢で

民主主義と関わっていくべきであるのか、課題が残る。世論形成に与える効果や「ネット

中立性」の観点から実証研究等を踏まえて、適切な関係を見いだし、ガイドライン等を作

成していくことが求められるのではないか。 

アメリカ大統領選挙に限らず、プラットフォーム企業等が広告ビジネスにおいて、個人

ユーザーのデータをプロファイリングし、分析して、効果的なメッセージを届けようとし

たり、あるいは人を選別したりするといったことは広範に行われており、現在は AI の利

用も進んでいる。特に深層学習（ディープラーニング）を用いて分析した場合、「AI がな

ぜそのように評価・判断したのか」の判断基準や過程が不透明であり、正しい判断である

のかどうか検証できないことや、責任主体が不明確になることも問題だ。日本では就職支

援サイトのリクナビが、本人の適正な許諾を得ずに学生の内定辞退率を AI で推測・評価

し企業に有償提供していた問題が発覚した。就職という人生を左右するような決定に不透

明な人工知能が関与し、そのために個人データが活用されるということは学生にとっては

想定外であり説明責任も問われる。今後、オンライン広告やデータ分析、デジタルマーケ

ティングを専門とするテクノロジー企業は、政党・政治家と有権者のコミュニケーション

だけではなく、政府と国民の間のコミュニケーションや、企業と消費者との間のコミュニ

ケーション、国際関係におけるコミュニケーションなど、さまざまな場面により深く関与

するようになると考えられる。デジタル技術が民主主義を脅かす可能性は今後さらに拡大

していくだろう。 

 

スマートシティにおけるデータ利用の課題

デジタル化の最前線であるスマートシティのプロジェクトでも、さまざまなデータと個

人 ID を紐付けることで個人に最適なサービスを提供したり、人々の行動を変えることで

環境負荷の低減など全体最適を達成したりするという議論があるが、うまくいっていない

事例も多い。Google が大々的に取り組んだカナダのトロント市におけるスマートシティプ

ロジェクトも、市民と Google の間で個人データ利用についての合意が得られず頓挫した。

その一方で中国ではコロナ禍のパンデミックの管理という目的で、街中のカメラ画像やス

マートフォンを経由した移動データによる監視が成功したといわれている。個人を丸裸に

して監視や効率化を行うことを評価し、推進する動きもあるが、本当にそれで良いのだろ

うか。 
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なっていくことを期待したのが、2000 年代の『スマートモブズ』や「創発民主政（Emergent 

democracy）」であった。しかしそうした集合知の実現や創発よりも、実際に生まれたのは、

賢いとはいえないモブが相互に影響し合い、足を引っ張り合う世界である。 

 

広告やマーケティング技術の政治利用

人々を追跡・監視し誘導する広告技術やマーケティングテクノロジーの発達を政治的に

利用したり、監視などの自由を奪うための活用が拡大しているという問題も大きい。オバ

マを大統領に押し上げたのも、トランプ当選の原動力となったのもソーシャルメディアそ

のものではなく、その裏にあるこれらの技術であり、コロナ禍でクローズアップされたの

も、デジタル監視国家の有効性とその危険性であった。 

ソーシャルメディアを駆使した活動は、例えばイスラム国（IS）にまで及んでいる。世

界中からメディアビジネス等の経験者が集結していたとされる IS の広報局「フルカーン」

のネット戦略は、YouTube や Facebook、Twitter 活用した（1）プロパガンダ、（2）リクル

ート、（3）資金集めだ。ソーシャルメディアは単にメッセージを発し拡散させるための手

段ではない。アラブの春やオキュパイ・ウォールストリートで存在感を見せた、匿名ハッ

カー集団アノニマスも、テクノロジーの活用において人並み外れた人々であり、ツイート

や動画に現れる主張だけではなく、より深いレベルでの活動に目を向けるべきだろう。 

こうしたテクノロジーの政治活用が最も露骨に現れるのがアメリカの大統領選挙だ。4

年に 1 度の選挙の度にイノベーションが起きている。2004 年の民主党大統領予備選に立候

補したハワード・ディーン候補はブログを活用して積極的な情報発信を行い、支持者はSNS

を活用して数多くの集会（meetup）を組織することに成功した。またネット経由での小口

献金を多数集め、有力候補に浮上することになった。2008 年の選挙では、大統領になった

バラク・オバマ候補以外の候補者も Twitter や Facebook などの SNS をフル活用して支援者

のコミュニティーを形成していった。中でもオバマ候補は完成度の高い SNS サイトを独自

に運営し、YouTube で演説や活動状況を動画配信するなど、テクノロジーの有効活用が目

立った。2012 年の選挙でも、オバマ陣営はビッグデータ分析に基づく効果的な選挙キャン

ペーンを打ち出して勝利を収めた。 

アメリカ大統領選は、近年ますます IT 企業の関わりが増大している。政治・選挙コンサ

ルティング、メディアの運用、世論調査、データ分析など、多様なビジネスの機会である

だけでなく、限られた時間の激しく状況が変化する中での集中的な開発で得られる経験や

ネットワーク等が企業の中長期的な財産となり、また技術をアップデートする絶好の機会

になっている。また選挙を戦う側にとっても IT の重要性は有能なエンジニアやサービス

を持つ企業を確保することが勝負の鍵になっているといってよい。 

テクノロジーのブラックボックス化

2016 年の大統領選挙で当選したトランプ候補は、過激なツイートの内容をマスメディア

に報じさせることでネットを利用していない人々にまで自分の主張を届けた。このような、

─ 33 ─



35 

しかしさまざまなデジタルデータや個人データを活用し、課題を先回りして発見し、自

動でその解決サービスを届ける、高性能の自動販売機のような政府が望ましい形なのかど

うかは疑問だ。つまり民主主義の最大の脅威は、「テクノロジーとプライバシー」の問題

ではなく、あらゆる問題にソリューショニズム的なアプローチが使われていくことである、

とモロゾフは指摘している。 

たしかに、目の前の課題解決だけを目的にするのではなく、根本的に何を大事にし、ど

んな社会を実現するのか、より深い、骨太な議論をする必要があるだろう。ソリューショ

ニズムを乗り越える道を描くべきで、そのためには「公」がプラットフォームに対し主権

を持つことが重要だ。その点では、国より自治体の方が中長期的で安定したガバナンスを

効かせやすく、デジタル化時代の地域力を発揮できる可能性がある。 

 

今後 年がデジタル化の岐路に

負の側面が大きくなっていく可能性が高いとすると、それをどう乗り越えていけばよい

か。理想主義的ではあるが、オープンであることの価値、インターネットでつながり助け

合うことの価値などによって負の側面が制御されていく可能性はまだあるだろう。象徴的

な存在であるオードリー・タンのような人物が活躍したり、日本でも Code For JAPAN の

人材が政府の中に入り、オープンなデジタル化のために動いたりしている。こうした動き

が日本社会に根づいていけば、ある程度負の側面を制御できると期待したい。もう 1 つは、

ヨーロッパで GDPR が徹底されているように、負の側面を制御するために国家が法律でき

ちんと管理をすることだろう。前者の可能性を信じたいが現実は後者だろう。ただし、「国

家に任せればうまくいく」というのも疑わざるを得ないのが現在の民主主義の状況だ。従

って透明性の向上など、政府にも緊張感を持たせつつ、またグローバルなテクノロジー企

業とも時には手を組み、時には牽制しつつ、社会全体のガバナンスのバランスを取ってい

くことになるのではないか。 

デジタル庁が発足した 2021 年は、2001 年の IT 基本法以来、20 年ぶりに政治的に大きな

力が IT・デジタルを後押ししている。画期的な時期を迎えている。さまざまな領域でほこ

ろびが見えているが、産みの苦しみであると考え、今後 10 年くらいかけてこの追い風をど

れだけ生かせるか、今後の日本社会におけるデジタル化の命運がかかっている。 
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EU はこうした動きに対して、GDPR という強力な個人情報保護ルールを作り、国籍・居

住地や永住・一時滞在を問わず EU 域内の人々と取引をする場合に準拠を求めている。私

も、個人を起点としたデジタルな人権の強化は必要であると考える。 

しかしデジタル化を否定しているわけではない。「個人を丸裸にする」ようなアプロー

チではないスマートシティはあり得るのではないか、ということだ。例えば、自宅にいる

人がランチを何にしようかと考えた場合、個人を丸裸にするアプローチであれば、1 週間

で食べたものとその栄養成分、体重の増減や運動量、体調変化などのデータを調べ上げ、

その分析に基づいてあるメニューが指示されることになるだろう。しかしそこに喜びはな

いかもしれない。そうではなく「今週はずっと外出が続いていたので地元のおいしいもの

が食べたい」などといった個人の意思を起点として自宅周辺の店と関連データを徹底的に

探索し、「徒歩◯分で近所の A 店はマッチしているが通常より◯％混雑している」「徒歩

△分でやや遠いB店もマッチしており今日は鮮度と栄養価の高い野菜を仕入れてランチに

出している」「ではこの中から選んでください」といったように、「環境を丸裸にする」

ことで、他者が個人を詮索せず個人が尊厳を保ち自ら判断できるようなアプローチも考え

られるはずだ。 

 

ソリューショニズム批判

もう 1 つの批判として、エフゲニー・モロゾフの「ソリューショニズム」という視点が

ある。 

ソリューショニズムとは、ある社会課題に対してエンジニア的な解決（ソリューション）

アプローチを取ることが効率性や合理性の面から優先され、根本的なシステムや価値への

問いかけ、市場制度のほころびなどには手を付けず、目の前にある課題をテクノロジーで

対症療法的に解決してしまうという、近年多くなっているアプローチへの批判だ。 

例えば政府のパンデミック対策でも 2 種類のソリューショニズムが見られる。1 つは進

歩的ソリューショニズムで、アプリ等を通じて正しい情報を適切なタイミングで通知すれ

ば人の行動を変えて公益を損なわないようにできる、というナッジ的なアプローチだ。も

う 1 つは、中国が行ったような、デジタル資本主義の巨大監視インフラを活用して人の行

動を制限し、従わない人には懲罰措置を与えるというアプローチだ。 

どちらにしても、「選択肢も時間も財源もないから、社会の傷にデジタルのばんそうこ

うを貼る」という対応であり、これを繰り返していくことで民主主義が危険にさらされて

いくのではないかというのがモロゾフの主張だ。こうしたエンジニア的でテクノロジー至

上主義の考え方は、シリコンバレー発のイデオロギーとでもいうべきもので、技術エリー

ト層に支持者が多く、ネオリベラリズムに代わり今後の政策立案の標準にもなりうる。テ

クノロジーで個人行動に影響を与える方が、政治問題と格闘しながら危機の原因を取り除

くより、はるかに楽だからだ。 
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第４章 ガガババメメンントト ととププララググママテティィズズムム

若若林林恵恵

１１．． のの核核心心ととししててののガガババメメンントト領領域域

『NEXT GENERATION GOVERNMENT』（若林（2019））を出版する際に考えていたの

は、デジタルイノベーションや DX（デジタルトランスフォーメーション）の核心はガバ

メントの領域にあるだろうということです。 

デジタルによる社会の変化は、最初はビジネスの領域から始まり、徐々に人の生活がそ

れに寄りかかっていくようになると、新しい社会の基盤システムになっていきます。そう

したデジタル化の広がりが最も到達しにくいのが金融と医療の領域です。国の厳しい規制

によって固く守られているこの 2 つの領域にデジタル化の波が及んでくれば、問題の中心

はその規制をするガバメント側、つまり政府のデジタル化（GDX）をどうするのかという

ことになるからなんです。 

社会のデジタル化によって行政も変化を求められる

デジタル化により、さまざまな領域で自由化や民主化が起きてくると、それまで社会を

形づくっていたレガシーシステムと新しいシステムにズレが生まれ、混乱も生じてきます。

要要旨旨

の核心は、人々の生活のあらゆる行動に関与しているガバメント領域の 化にありま

す。そこで求められるのは「ユーザー中心」のアプローチです。大量にあまねくサービスを届

けることが必要だった時代の行政サービスは、基本的には工業社会のモデルに沿ったもので

した。しかし人口減少で公共サービスの提供コストが上がり、ニーズの多様化で画一的なサ

ービスでは市民が満足できなくなった現在、「ユーザー中心」の観点から、効率良くサービス

を届けるためにもテクノロジー活用が必須になってきています。にも関わらず、日本の様々

な慣習やマインドセットは、その導入を難しくしているのです。行政職員の労働環境の悪さ、

大企業やエスタブリッシュメント層と霞が関のもたれ合いの関係、アウトカム志向の欠如な

ど、日本が抱えている問題は非常に大きいのではないかと思います。
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行政の DX 化ということで、いろいろな行政サービスを取りあえずモバイル化して、半

ば強引に中の問題をひっくり返して進めていくというやり方ももちろんあります。しかし

コロナ対策のアプリや、東京オリンピック・パラリンピックの選手向け健康アプリの発注

の問題などを見ていても、それ自体が利権化しすぎていてなかなか厳しいように感じます。 

 

歴史や文化によって 化も多様

こうした行政へのデジタルテクノロジーの導入や運用は、背景にある歴史や文化によっ

て違ってきます。 

エストニアは、徴税の全自動化を実現できるほど、行政システムのデジタル化を世界に

先駆けて進めている国として知られていますが、そもそもデジタルのシステムに対する信

頼が非常に高いんです。その背景には、ソ連時代の官僚主義という苦い経験があるようで、

彼らはよく「人はコラプト（腐敗）する」と言います。それは、人が関与する限りシステ

ムはバグだらけのものにしかならない、という意味なんですね。それを知っているからこ

そ、「コラプト」しないデジタルを信頼しているわけです。 

またイギリスは、システムを弾力的に扱うことが上手なんです。アメリカの人類学者デ

ヴィット・グレーバー1は「イギリスの人々は、自分たちが官僚制に特に向いていないとい

うことを大いに誇りに感じている」と指摘していました。2 年ほど前にイギリスの音楽業

界の取材をしたとき、人と人とのネットワークがきめ細やかに融通無碍に作られていて、

それを自由に動かしながらシステムを運用していくことが非常にうまいな、と感心したん

ですよね。 

アメリカは、大組織を円滑に運用するためのマネジメント手法をモデル化やマニュアル

化したり、雇用におけるジョブ・ディスクリプションを細分化したりすることなどからも

わかるように、官僚主義的でシステマティックなアプローチが得意ですが、イギリスはそ

うしたやり方に警戒感を持っているんです。社会をアマチュア的に作っていくアプローチ

が根底にあるんだということも感じました。 

デンマークやオーストラリアでは、取材で話をした人が州政府というサイズの行政で働

いている人だったからということもあるのですが、日本では感じることがなかった、「人」

がデジタルをやっているという感触があったんです。 

DX では台湾のオードリー・タンにインタビューをしましたが、そこで印象的だったの

は、台湾は現在でも孫文という人の影響が大きく、その孫文は土地の私有化に反対するよ

うな立場だった思想家のヘンリー・ジョージ2から影響を受けていたんだ、と言っていたこ

 
1 デヴィット・グレーバー：アメリカの人類学者で、ロンドン・スクール・オブ・エコノミクスの人類学の教授をつとめた。
アナキスト・アクティビストでもあった。著書に『官僚制のユートピア─テクノロジー、構造的愚かさ、リベラリズムの鉄則』、
『ブルシット・ジョブ─クソどうでもいい仕事の理論』など 
2 ヘンリー・ジョージ：アメリカ合衆国の政治家、政治経済学者。私的所有をベースとしつつ、土地は人類の共有財産との考
えに基づき、諸税を廃止し地価税への一本化を図る、ジョージズムの提唱者としても知られる。主著は『進歩と貧困』。 
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例えばキャッシュレス化が進行することで起こる変化を考えてみても、窓口が要らなくな

り、ATM も要らなくなり、銀行の営業時間は 24 時間 365 日いつでも振り込めるようにな

るなど、ユーザーにとってはいいことばかりですよね。でも銀行側にとっては、これまで

作り上げてきたシステムや支店網が必要なくなってしまうことになるわけです。 

同じことが行政府でも起こります。紙の書類が前提になっていた社会、9 時から 17 時ま

で働く社会、買い物のために移動を求められていた社会。そうした市民の生活のあらゆる

行動に行政システムは関与しているので、行政がこの変化にどういう構えで取り組むのか

ということは、根源的な問題になってきています。行政府も当然対応は考えてきていたん

でしょうが、何かがズレていたのか、デジタル化への対応がかなり遅れてしまっている現

状があると思うんです。 

現在の官僚機構も行政サービスも、もともとは工業社会のモデルに沿うかたちで作られ

ています。それは一言でいうと「同じものを大量に作る」という原理で、学校給食のよう

に同じものを大量に作るからこそ低コストで、あまねく国民に配ることができたわけです。

こうした工業社会の供給者側のモデルでは、一人一人の市民の目線やニーズから考える「ユ

ーザー中心」の行政サービスは難しいように思います。さらに現在、人口減少で公共サー

ビスの提供コストが上がったり、ニーズが多様化したことで画一的なサービスに市民が満

足しなくなったり、行政に求められる負荷も大きくなっているんですね。 

行政の中でも地方自治体はユーザーである市民のフロントに立っていますが、市町村か

ら県、そして国と進むにつれ、ユーザーからは遠く離れていきます。とりわけ霞が関はユ

ーザーの声から最も遠くに置かれていますので、業界団体のロビイングを別にすれば、エ

ンドユーザーの声は非常に届きづらい場所になっている可能性があるわけですね。 

 

まずエンパワーされるべきは行政職員

GDX の調査を進めていく中で気がついたのは、DX における「ユーザー中心」といった

とき、もちろんサービスの受け手である市民がユーザーではあるのですが、実際にそのシ

ステムを運用する現場の地方公務員も同じようにユーザーであるということです。行政が

DX を進めるとき、まずエンパワーされなくてはいけないのは行政職員そのものであって、

その上で行政職員自身もユーザーの声に耳を傾けることが可能になるのだと思います。 

霞が関では、優秀な人間がどんどん辞めていってしまうことが大きな課題としてありま

すが、これは内部に何らかの問題があるということなんだと思います。行政が使っている

レガシーシステムは、古くて使い勝手が悪いんですね。その上で DX 化という新しい取り

組みを行うことも決定しているわけです。人も予算も大きくは増やせない中で、その転換

のためにますます大きな負担を抱えこんでいくことになります。なので、まずは霞が関の

内部の人たちが働きやすい環境を整えなければ GDX も始まらないのではないかと思うん

です。 
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行政の DX 化ということで、いろいろな行政サービスを取りあえずモバイル化して、半

ば強引に中の問題をひっくり返して進めていくというやり方ももちろんあります。しかし

コロナ対策のアプリや、東京オリンピック・パラリンピックの選手向け健康アプリの発注

の問題などを見ていても、それ自体が利権化しすぎていてなかなか厳しいように感じます。 

 

歴史や文化によって 化も多様

こうした行政へのデジタルテクノロジーの導入や運用は、背景にある歴史や文化によっ

て違ってきます。 

エストニアは、徴税の全自動化を実現できるほど、行政システムのデジタル化を世界に

先駆けて進めている国として知られていますが、そもそもデジタルのシステムに対する信

頼が非常に高いんです。その背景には、ソ連時代の官僚主義という苦い経験があるようで、

彼らはよく「人はコラプト（腐敗）する」と言います。それは、人が関与する限りシステ

ムはバグだらけのものにしかならない、という意味なんですね。それを知っているからこ

そ、「コラプト」しないデジタルを信頼しているわけです。 

またイギリスは、システムを弾力的に扱うことが上手なんです。アメリカの人類学者デ

ヴィット・グレーバー1は「イギリスの人々は、自分たちが官僚制に特に向いていないとい

うことを大いに誇りに感じている」と指摘していました。2 年ほど前にイギリスの音楽業

界の取材をしたとき、人と人とのネットワークがきめ細やかに融通無碍に作られていて、

それを自由に動かしながらシステムを運用していくことが非常にうまいな、と感心したん

ですよね。 

アメリカは、大組織を円滑に運用するためのマネジメント手法をモデル化やマニュアル

化したり、雇用におけるジョブ・ディスクリプションを細分化したりすることなどからも

わかるように、官僚主義的でシステマティックなアプローチが得意ですが、イギリスはそ

うしたやり方に警戒感を持っているんです。社会をアマチュア的に作っていくアプローチ

が根底にあるんだということも感じました。 

デンマークやオーストラリアでは、取材で話をした人が州政府というサイズの行政で働

いている人だったからということもあるのですが、日本では感じることがなかった、「人」

がデジタルをやっているという感触があったんです。 

DX では台湾のオードリー・タンにインタビューをしましたが、そこで印象的だったの

は、台湾は現在でも孫文という人の影響が大きく、その孫文は土地の私有化に反対するよ

うな立場だった思想家のヘンリー・ジョージ2から影響を受けていたんだ、と言っていたこ

 
1 デヴィット・グレーバー：アメリカの人類学者で、ロンドン・スクール・オブ・エコノミクスの人類学の教授をつとめた。
アナキスト・アクティビストでもあった。著書に『官僚制のユートピア─テクノロジー、構造的愚かさ、リベラリズムの鉄則』、
『ブルシット・ジョブ─クソどうでもいい仕事の理論』など 
2 ヘンリー・ジョージ：アメリカ合衆国の政治家、政治経済学者。私的所有をベースとしつつ、土地は人類の共有財産との考
えに基づき、諸税を廃止し地価税への一本化を図る、ジョージズムの提唱者としても知られる。主著は『進歩と貧困』。 
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例えばキャッシュレス化が進行することで起こる変化を考えてみても、窓口が要らなくな

り、ATM も要らなくなり、銀行の営業時間は 24 時間 365 日いつでも振り込めるようにな

るなど、ユーザーにとってはいいことばかりですよね。でも銀行側にとっては、これまで

作り上げてきたシステムや支店網が必要なくなってしまうことになるわけです。 

同じことが行政府でも起こります。紙の書類が前提になっていた社会、9 時から 17 時ま

で働く社会、買い物のために移動を求められていた社会。そうした市民の生活のあらゆる

行動に行政システムは関与しているので、行政がこの変化にどういう構えで取り組むのか

ということは、根源的な問題になってきています。行政府も当然対応は考えてきていたん

でしょうが、何かがズレていたのか、デジタル化への対応がかなり遅れてしまっている現

状があると思うんです。 

現在の官僚機構も行政サービスも、もともとは工業社会のモデルに沿うかたちで作られ

ています。それは一言でいうと「同じものを大量に作る」という原理で、学校給食のよう

に同じものを大量に作るからこそ低コストで、あまねく国民に配ることができたわけです。

こうした工業社会の供給者側のモデルでは、一人一人の市民の目線やニーズから考える「ユ

ーザー中心」の行政サービスは難しいように思います。さらに現在、人口減少で公共サー

ビスの提供コストが上がったり、ニーズが多様化したことで画一的なサービスに市民が満

足しなくなったり、行政に求められる負荷も大きくなっているんですね。 

行政の中でも地方自治体はユーザーである市民のフロントに立っていますが、市町村か

ら県、そして国と進むにつれ、ユーザーからは遠く離れていきます。とりわけ霞が関はユ

ーザーの声から最も遠くに置かれていますので、業界団体のロビイングを別にすれば、エ

ンドユーザーの声は非常に届きづらい場所になっている可能性があるわけですね。 

 

まずエンパワーされるべきは行政職員

GDX の調査を進めていく中で気がついたのは、DX における「ユーザー中心」といった

とき、もちろんサービスの受け手である市民がユーザーではあるのですが、実際にそのシ

ステムを運用する現場の地方公務員も同じようにユーザーであるということです。行政が

DX を進めるとき、まずエンパワーされなくてはいけないのは行政職員そのものであって、

その上で行政職員自身もユーザーの声に耳を傾けることが可能になるのだと思います。 

霞が関では、優秀な人間がどんどん辞めていってしまうことが大きな課題としてありま

すが、これは内部に何らかの問題があるということなんだと思います。行政が使っている

レガシーシステムは、古くて使い勝手が悪いんですね。その上で DX 化という新しい取り

組みを行うことも決定しているわけです。人も予算も大きくは増やせない中で、その転換

のためにますます大きな負担を抱えこんでいくことになります。なので、まずは霞が関の

内部の人たちが働きやすい環境を整えなければ GDX も始まらないのではないかと思うん

です。 

─ 39 ─



41 

ビジネスにおけるプラグマティズム

以前メガバンクの人から、「今、創業して初めて、ビジネスをやらなくてはいけなくな

っている」と言われたことがありました。日本の大企業は、渋沢栄一が明治時代に作った

構図を現代に至るまでそのまま運用し続けてきているところがあります。国が号令をかけ

て方向性を示し、ビジネスセクターはそれに乗っかるのですが、自分たちでちゃんと責任

を負わないというもたれ合いの構造ですよね。ビジネスセクターは本当の意味でのビジネ

スをしてこなかった結果、企業活動を通して社会に働きかけていく考え方を持てなくなっ

ているように思います。 

宇野重規先生は『民主主義のつくり方』（宇野（2013））という本の中で、プラグマテ

ィズムについて、人が社会に対していろいろな働きかけをしていく中で、これはいい、こ

れはよくないと選び取っていくこと、そうやって価値を社会自体が決定していくという考

えであると書かれていました。つまり仕事というものは、社会になにかしらの価値を働き

かけていくある種の自己表明であるということです。日本にはこの考え方がなく、決まっ

た立て付けの中で与えられたタスクをやるだけになっているんです。そのために、SDGs の

理解もアクションもズレてしまうわけです。本来、企業における SDGs というのは、自ら

の事業範囲の中でやれることをやる、という話でしかありません。それ以外にはやりよう

がないはずなのに、「世界を救う」といった大きな話になってしまうんです。事業をする、

ビジネスをするということはある種の実験であると宇野先生も書かれていましたが、社会

の中でいろいろな実験が行われることが豊かさであり、それが市場という回路を通って選

ばれていくというプラグマティズムの考え方が、日本には存在しないんですね。 

 

３３．．アアウウトトカカムムななきき日日本本 

ロジックモデルの浸透

欧米の先進国の公共的な分野では、どんな事業でもインパクトが重要であるというコン

センサスができてきています。その事業を通じて社会や人がどう変わり、どう良くなった

のかを評価指標とすることが定着してきているのです。事業の主語は事業者や行政ではな

い、という理念のもとに社会システムをアップデートしていく、という方向で世界は動き

始めているんじゃないかと思います。 

イギリスの行政（や最近は日本でも）などで使われているロジックモデルというフレー

ムがあります。これは、何のためにプロジェクトをやっているのか、事業や組織が起こし

たい変化や効果の道筋を定式化する際に使われるものです。起こしたい変化であるアウト

カムを実現するために、どんなサービスプログラムが必要で、そのために必要な活動と原

資とは何なのか、ひとつながりのロジックとして組み上げるわけです。 
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とです。世界の GDX の最先端で活躍しているオードリー・タンのような人物が、そうし

た知的伝統を意識しているというのは興味深いことでした。 

ちなみに、一般社団法人行政情報システム研究所では、世界各国でどのように DX が推

進されているのかを調査し、『GDX：行政府における理念と実践』として公開しています

（若林（2021））。対象となっている国は、イギリス、デンマーク、オーストラリア、タ

イの 4 カ国です。そのほか、オーストラリアのニューサウスウェールズ州政府、北國銀行

もヒアリング対象としています。 

 

 

２２．．「「ユユーーザザーー中中心心」」ののビビジジネネススととはは 

業界をシュリンクさせる の顧客中心主義

ユーザーを軽視してきたのは行政だけの問題ではなく、民間側の問題でもあるんです。

日本の「お客さまは神様だ」という言い方は、一見するとユーザー中心のようですが、実

際には上から目線であって消費者側に立っているわけではないんです。「一応」神様だと

言っておきましょうという感じですよね。ビジネスでも、供給側と消費者しか想定されて

いません。間にあるサプライチェーンに連なる企業や小売りなどの存在も、権利を持った

主体であるユーザーであるはずですが、ダンピングの対象としてしか考えられていないん

です。 

Amazon のジェフ・ベゾスが創業初期の 90 年代から言っていた、"Customer Obsession"と

いう考えがあります。これはお客さまに対してこだわる、執着する、といった意味で、一

見ユーザー中心を掲げているようにも見えます。しかし Amazon の考えは、消費者が安価

に便利に購入できるようになれば、メーカー等の供給側の間で競争が起き、クオリティー

も上がり、価格も妥当なところに落ち着くだろう、というもので、お客さまにとっていい

ことは全体にとってもいいことだろうという考えなんです。間にある個々の出版社をエン

パワーして業界のエコシステム全体を良くしよう、といった発想は一切ないんですね。ス

テークホルダーも含めてある種のエコシステムと考える方が健康的で、本当の意味でのユ

ーザー中心というのはそこを目指すことなんじゃないかと思います。 

日本は 2 層構造になっています。霞が関と新聞・テレビ、メガバンクのようなエスタブ

リッシュメントの層と、草の根の活動・事業といった 2 層です。出版の業界でいえば、お

そらく日本は小さな出版社の数が先進国の中でもべらぼうに多いんです。その意味では、

エスタブリッシュメント層ではない部分、グラスルーツ的でプラグマティックな試みがい

たるところで行われているわけです。地方ではさらにそうした活動が多くありますし、こ

れからも進んでいくんじゃないかと思います。逆に都市は巨大エスタブリッシュメントに

飲み込まれていくような危惧もあるんですが。 
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ビジネスにおけるプラグマティズム

以前メガバンクの人から、「今、創業して初めて、ビジネスをやらなくてはいけなくな

っている」と言われたことがありました。日本の大企業は、渋沢栄一が明治時代に作った

構図を現代に至るまでそのまま運用し続けてきているところがあります。国が号令をかけ

て方向性を示し、ビジネスセクターはそれに乗っかるのですが、自分たちでちゃんと責任

を負わないというもたれ合いの構造ですよね。ビジネスセクターは本当の意味でのビジネ

スをしてこなかった結果、企業活動を通して社会に働きかけていく考え方を持てなくなっ

ているように思います。 

宇野重規先生は『民主主義のつくり方』（宇野（2013））という本の中で、プラグマテ

ィズムについて、人が社会に対していろいろな働きかけをしていく中で、これはいい、こ
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とです。世界の GDX の最先端で活躍しているオードリー・タンのような人物が、そうし
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ユーザーを軽視してきたのは行政だけの問題ではなく、民間側の問題でもあるんです。

日本の「お客さまは神様だ」という言い方は、一見するとユーザー中心のようですが、実

際には上から目線であって消費者側に立っているわけではないんです。「一応」神様だと

言っておきましょうという感じですよね。ビジネスでも、供給側と消費者しか想定されて
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パワーして業界のエコシステム全体を良くしよう、といった発想は一切ないんですね。ス

テークホルダーも含めてある種のエコシステムと考える方が健康的で、本当の意味でのユ

ーザー中心というのはそこを目指すことなんじゃないかと思います。 

日本は 2 層構造になっています。霞が関と新聞・テレビ、メガバンクのようなエスタブ

リッシュメントの層と、草の根の活動・事業といった 2 層です。出版の業界でいえば、お

そらく日本は小さな出版社の数が先進国の中でもべらぼうに多いんです。その意味では、

エスタブリッシュメント層ではない部分、グラスルーツ的でプラグマティックな試みがい

たるところで行われているわけです。地方ではさらにそうした活動が多くありますし、こ

れからも進んでいくんじゃないかと思います。逆に都市は巨大エスタブリッシュメントに

飲み込まれていくような危惧もあるんですが。 
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ロジックモデルにおいては、あらゆるプログラムのゴールは「起こしたい変化」にあり

ます。これを「アウトカム」と呼び、その実現に必要な具体的な事業を「アウトプット」

としています。 

日本のプロジェクトは、驚くべきことに、アウトカムの検討がほぼないままアウトプッ

トだけが評価の対象になり、目的となってしまっていることが多いんです。何のためにや

っているのか、達成したい状況は何か、という想定がないまま動いているプロジェクトが

ほとんどではないかと思います。プロジェクトに関わる人たちが共有しなくてはいけない

のはアウトカムなのに、アウトプットがゴールになってしまうと、サービスの意義がどん

どんおろそかになってしまうんですね。 

例えば行政が民間に委託してアプリを作るとします。そのアプリを作ったことでどんな

変化がユーザーや社会に起きるか、何のためにそれを行っているのかというアウトカムが

ないと、作ったというアウトプットだけで評価されてしまいますよね。誰もアプリを使わ

なくても問題にならないわけです。そういった事例は日本にはたくさんあるんじゃないで

しょうか。 

「ユーザー中心」というテーマについても、そうしたアウトカムの共有がなければ、「お

客さまは神様」というあいまいな日本的フレームに回収されてしまって、結局今までと変

わらないという話にもなりかねないわけです。 

 

地味な こそ

DX を進めていく中央官庁のやり方にも不信感があります。大きなイベントとして打ち

出して、世の中の方向性をなんとなく示し、国民の合意「のようなもの」を作るようなや

り方が常態化しすぎているように思います。イベントであるために広告代理店ともセット

になり、マスメディアを動員して世の中を動かしていけばいいんだ、という考え方がかな

り根深く中央官庁に浸透している印象があります。これは官庁に限らず企業もそうで、祝

祭資本主義といった言い方で、近年強く批判されています。 

本来なら、丁寧なユーザーリサーチを行い、小さくプロトタイピングしながら地道にサ

ービスを積み上げていきながら、信頼を再構築していくようなやり方でなくては、行政も

産業も、価値ある何かを提供し続けていくことは難しいと思います。万博やオリンピック

といったメガイベントとマスメディア／広告的手法をもって国民を動員していくようなや

り方がすでに相手にされなくなっているのは、東京オリンピックをめぐる騒動を見ても明

らかだったわけですが、そうした旧来のマインドセットからどれだけ離れることができる

かは、今後ますます重要な課題になってくるかと思います。 

地方が比較的希望を持てるのは、そもそも地味であるという自己認識もあるでしょうし、

日々対面している地元の人たちに喜んでもらうことを積み重ねていくような体験が基盤に

あるからかもしれません。というのも、DX はそういうところからしか始まらないんじゃ

ないかという気がするからです。 

─ 42 ─



43 

参考文献

宇野重規（2013）『民主主義のつくり方』筑摩書房. 

若林恵（2019）『NEXT GENERATION GOVERNMENT―次世代ガバメント 小さくて大きい政府のつくり方』日

本経済新聞出版社（2021 年に黒鳥社より復刊）. 

若林恵 編（2021）『GDX 行政府における理念と実践』行政情報システム研究所. 

 

42 

ロジックモデルにおいては、あらゆるプログラムのゴールは「起こしたい変化」にあり

ます。これを「アウトカム」と呼び、その実現に必要な具体的な事業を「アウトプット」

としています。 

日本のプロジェクトは、驚くべきことに、アウトカムの検討がほぼないままアウトプッ

トだけが評価の対象になり、目的となってしまっていることが多いんです。何のためにや

っているのか、達成したい状況は何か、という想定がないまま動いているプロジェクトが

ほとんどではないかと思います。プロジェクトに関わる人たちが共有しなくてはいけない

のはアウトカムなのに、アウトプットがゴールになってしまうと、サービスの意義がどん

どんおろそかになってしまうんですね。 

例えば行政が民間に委託してアプリを作るとします。そのアプリを作ったことでどんな

変化がユーザーや社会に起きるか、何のためにそれを行っているのかというアウトカムが

ないと、作ったというアウトプットだけで評価されてしまいますよね。誰もアプリを使わ

なくても問題にならないわけです。そういった事例は日本にはたくさんあるんじゃないで

しょうか。 

「ユーザー中心」というテーマについても、そうしたアウトカムの共有がなければ、「お

客さまは神様」というあいまいな日本的フレームに回収されてしまって、結局今までと変

わらないという話にもなりかねないわけです。 

 

地味な こそ

DX を進めていく中央官庁のやり方にも不信感があります。大きなイベントとして打ち

出して、世の中の方向性をなんとなく示し、国民の合意「のようなもの」を作るようなや

り方が常態化しすぎているように思います。イベントであるために広告代理店ともセット

になり、マスメディアを動員して世の中を動かしていけばいいんだ、という考え方がかな

り根深く中央官庁に浸透している印象があります。これは官庁に限らず企業もそうで、祝

祭資本主義といった言い方で、近年強く批判されています。 

本来なら、丁寧なユーザーリサーチを行い、小さくプロトタイピングしながら地道にサ

ービスを積み上げていきながら、信頼を再構築していくようなやり方でなくては、行政も

産業も、価値ある何かを提供し続けていくことは難しいと思います。万博やオリンピック

といったメガイベントとマスメディア／広告的手法をもって国民を動員していくようなや

り方がすでに相手にされなくなっているのは、東京オリンピックをめぐる騒動を見ても明

らかだったわけですが、そうした旧来のマインドセットからどれだけ離れることができる

かは、今後ますます重要な課題になってくるかと思います。 

地方が比較的希望を持てるのは、そもそも地味であるという自己認識もあるでしょうし、

日々対面している地元の人たちに喜んでもらうことを積み重ねていくような体験が基盤に

あるからかもしれません。というのも、DX はそういうところからしか始まらないんじゃ

ないかという気がするからです。 

─ 43 ─



  

 

 

 

  
  
  
  
  
  
 
  
 
                             
 
 
 
 
 
  
 
 

       

                                
  

NNIIRRAA研研究究報報告告書書  22002211  NNoo..77  

デデジジタタルル化化時時代代のの地地域域力力  
  
 

発  行      2022年 1月 
公益財団法人 NIRA総合研究開発機構 
〒150-6034 東京都渋谷区恵比寿 4-20-3 
  恵比寿ガーデンプレイスタワー34階 
電話 03(5448)1710 
ホームページ http://www.nira.or.jp/ 

 © NIRA総合研究開発機構 2022          ISBN: 978-4-7955-0575-9 C3030  

 

著者一覧

［編著者］ 

宇野 重規 NIRA 総合研究開発機構理事／東京大学社会科学研究所教授 

 

［著者］執筆順 

小田理恵子 一般社団法人官民共創未来コンソーシアム代表理事 

吉村 有司 東京大学先端科学技術研究センター特任准教授 

庄司 昌彦 武蔵大学社会学部教授 

若林 恵 黒鳥社コンテンツディレクター 

─ 44 ─



  

 

 

 

  
  
  
  
  
  
 
  
 
                             
 
 
 
 
 
  
 
 

       

                                
  

NNIIRRAA研研究究報報告告書書  22002211  NNoo..77  

デデジジタタルル化化時時代代のの地地域域力力  
  
 

発  行      2022年 1月 
公益財団法人 NIRA総合研究開発機構 
〒150-6034 東京都渋谷区恵比寿 4-20-3 
  恵比寿ガーデンプレイスタワー34階 
電話 03(5448)1710 
ホームページ http://www.nira.or.jp/ 

 © NIRA総合研究開発機構 2022          ISBN: 978-4-7955-0575-9 C3030  

 

著者一覧

［編著者］ 

宇野 重規 NIRA 総合研究開発機構理事／東京大学社会科学研究所教授 

 

［著者］執筆順 

小田理恵子 一般社団法人官民共創未来コンソーシアム代表理事 

吉村 有司 東京大学先端科学技術研究センター特任准教授 

庄司 昌彦 武蔵大学社会学部教授 

若林 恵 黒鳥社コンテンツディレクター 

─ 45 ─



２
２
０
２

.

１

2022.1

ISBN978-4-7955-0575-9 C3030

NIRA 総研とは

NIRA 総合研究開発機構（略称：NIRA 総研）は、

わが国の経済社会の活性化・発展のために

大胆かつタイムリーに政策課題の論点などを提供する

民間の独立した研究機関です。

学者や研究者、専門家のネットワークを活かして、

公正・中立な立場から公益性の高い活動を行い、

わが国の政策論議をいっそう活性化し、政策形成過程に

貢献していくことを目指しています。

研究分野としては、国内の経済社会政策、国際関係、

地域に関する課題をとりあげます。

デ
ジ
タ
ル
化
時
代
の
地
域
力

デ
ジ
タ
ル
化
時
代
の
地
域
力

宇
野

　重
規

　編
著




